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災害では死傷等の個人単位の被害からインフラ被害や経済への波及など広汎に影響をおよぼす
被害が想定される．日本は地理的，自然的条件的に災害を受け易い国であり，そのためこれまでも
地震，暴風，洪水などによって大きな被害を被ってきた．今後も，東海，南海，東南海地震，東京
湾北部地震など，直接被害数十～百兆円超，死者数 数千～一万人超となる大災害による被害が予
想される．しかしながら，防災対策機関間での情報共有の観点からその対策がまだ十分ではない．
現場から国レベルまでの災害情報の共有が効率的になされないとそれぞれが有効な対策を打つこと
は難しい．このような現状を踏まえ，特に災害時の情報共有に関して研究を行った．
まず，災害時のコンピュータ間での情報共有に適したアーキテクチャを提案した．災害対応各機
関はすでに機関内での情報システムを持つところもあり，各機関の実状に合わせて整備されている
場合がある．しかしながら，各機関の業務に特化した形式で整備されていることがほとんどであ
り，それぞれの機関での情報共有化に際して適しているとは言い難い．災害の個々の情報共有シス
テムがすでに存在する場合があることを前提として，それらを有機的に連係するための枠組として
各情報システム間のプロトコルを定め，ゆるやかに情報システム連携を行うことで有効な情報共有
を行うアーキテクチャを提案した．
次に，災害に対する効果的な情報共有のための情報項目とその表現方法についても整理を行っ
た．これまで通信等で共有する主な情報は被害の集計情報であった．実際に有効な対策を立てるた
めには情報を必要とする場所に応じた細かな災害情報が必要であるが，そのための情報形式の規定
が必要である．災害対応はとりわけ実社会との関わり合いが強く，社会に存在する広範囲にわたる
分野の情報表現が必要である．現在のところこれら広範囲な情報を共有するための網羅的かつ整理
された共通的な情報構造は存在しない．この問題に対処することができるアーキテクチャを目指す
と同時に災害時の情報共有のための表現形式について考察を行う．これらアーキテクチャおよび，
情報形式に対して考察し，実証実験による確認を行った．
また，減災上特に重要な具体的な課題に対しても，検討を行った．共有するデータのそれぞれに
対しても価値の高い情報に加工するための課題が存在する．必要な情報には現場レベルと細かな情
報から，大域レベルの広域な情報まで多くの情報があり，それらを有機的に結合して共有すること
が求められる．現場レベルの細かな情報の共有と大域レベルの広域な情報の共有では必要となる
課題も異なるため，それぞれに対し，減災上特に重要な具体的な課題に対し，検討を行った．現場
レベルの情報としては，人命救助のために特に重要な被災者救助支援情報について検討を行った．
大域レベルの情報としては，広域連係では最重要課題の一つと考えられている道路情報について検
討を行った．
以上のように本論文では全体のアーキテクチャ，アーキテクチャ上での情報項目の策定，アーキ
テクチャ上の情報共有に対する個々の情報取得の課題に至るまで，防災・減災のためのコンピュー
タシステムにおける全体から部分までを包括して検討を行った．
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1第1章 はじめに
本論文では災害時の情報共有について検討を行う．災害時において迅速な災害対応を行う上でいか
に効率的に情報共有を行うことができるかは重要な課題である．災害時において減災につながる
情報共有を行うには，さまざまな災害に係わる情報システムをいかに連携させるかが重要である．
これらの情報システムには，現場レベルの詳細な情報を扱うシステムから，都道府県や国のような
マクロな情報を扱うシステムまでさまざまなものが存在し，また連携の形態も，市町村間や現場で
の情報共有のような横の連携，市町村と都道府県のような縦の連携など多様である．このため災害
時における情報共有を有効に実現するためには，多種多様なシステムを縦横に柔軟に接続・連携さ
せることが重要な課題となる．しかし，従来のシステムは基本的には各機関内において稼働させる
ことに重点が置かれ，自治体 (都道府県市町村)と防災関係機関 (交通機関，電力・通信・ガスなど
のライフライン企業)との間の情報伝達・共有など，全体としての共有化が図られているとはいえ
ない．
そこで，複数の災害対応機関間での情報連携のためのアーキテクチャを提案し，その上複数機関で
情報共有するために重要な防災情報の規格化のための検討を行った．本アーキテクチャは現場レベ
ルの情報共有から広域レベルの情報共有までを包括するものである．本アーキテクチャ上での応
用として現場レベルでの人命救助に関わる重要な情報である現場情報の共有に関する検討を行なっ
た．また，広域で減災のために最も重要な情報の一つである道路情報についても検討を行った．
本章では研究の背景，現状の問題点について述べた後，以下の各章について概要を述べる．
21.1 研究の背景
災害では死傷等の個人単位の被害からインフ
ラ被害や経済への波及など広汎に影響をおよぼ
す被害が想定される．日本は地理的，自然的条
件的に災害を受け易い国であり，そのためこれ
までも地震，暴風，洪水などによって大きな被
害を被ってきた [1, 2]．これまでの災害に対し
て，耐震基準の見直しや防災体制の見直し，治
水工事等，さまざまな防災対策が取られており
大きな成果を上げている．しかしながら，大地
震等の大規模災害では甚大な被害が出ざるを得
ない．そのため被害が出ることを想定した上で
その被害をいかに軽減化するかが重要である．
阪神・淡路大震災を契機として，大災害に対
しては事前対策だけでは災害を防ぎきることが
できないことが判明してきたため，被害が出る
ことを想定した上でその被害を最小化する減災
という考え方が重要視されてきている．単なる
建物の補強のみならず，社会的な体制づくりや
インフラの整備，災害情報の共有，長期的な復
興や，被害地での救助体制，帰宅困難者の問題
などさまざまな要因を考えていく必要がある．
1.2 これまでに起きた災害
これまで大規模な災害による甚大な被害が出
ている．まずは，以下に代表的ないくつかの例
を示す．
1.2.1 兵庫県南部地震
1995年 1月 17日午前 5時 46分，兵庫県南部
にて兵庫県南部地震と呼称される大規模な地震
が発生した．地震の規模はM7.3であり，神戸
市，芦屋市，西宮市などで最大震度 7を記録し
た．この兵庫県南部地震による阪神・淡路大震
災では死者・行方不明者 6437名，負傷者 約 4
万人超，その内重症者 8千人以上もの人的被害
が出た．また，物的被害でも住宅全壊約 10万
5,000棟を含む甚大な被害となり，直接被害は
総額 9兆 6000億円に上る [1, 3]．
1.2.2 新潟県中越地震
2005年 10月 23日 17時 56分頃，地震の規
模はM6.8であり，川口町で最大震度 7を記録
した．この地震では死者 46名，負傷者 4801名
のほか住家全壊 2,827棟，半壊 12,746棟，一部
破損 101,509棟の被害となった [4]．
1.3 今後予期される災害
これまでの経験等から甚大な被害をもたらす
と考えられる地震が予測されている．その中で
も特に被害の大きいと考えられているものを以
下に示す．
1.3.1 東海地震
直接被害約 37兆円，死者数 7,900～9,200人，
建物全壊棟数 23～26万棟とされており，[5, 6]
大規模な被害が予想される．
1.3.2 南海・東南海地震
南海地震，東南海地震は，これまで東海地震
と連動して起こっており，広い範囲に大規模な
被害が予想される．
1.3.3 東京湾北部地震
首都直下でのM7クラスの地震が 30年以内
に 70%の確率で起こると言われており大規模な
被害が予想されている [7, 8]．
地震発生の蓋然性が高く都心部または都心部
周辺で発生しうる 18のタイプの地震が想定地震
として選定されている [9]が特にその中でも被
害の大きいと想定されているのが東京湾北部地
3震である．国の首都直下地震の被害想定 [10] に
よると，東京湾北部地震の被害は死者約 11,000
人，建物全壊棟数・火災焼失棟数約 85万棟，約
112兆円と試算されている．日本の国家予算額
を越える額の被害が出る上，首都機能の低下な
ど深刻な事態になることが懸念されている [11]．
都，県の境を越えた広い範囲で震度 6弱以上
の震度となり，複数の都，県，市町村をまたが
る広域な連係が重要となる．
1.4 現状の災害対策の問題点
前節で述べたように今後も地震等による被害
が予想される．しかしながら，防災対策機関間
での情報共有の観点からその対策がまだ十分で
はない．
大地震等の大規模災害の場合，特に今後予想
される首都直下地震や東海・南海・東南海地震
では都，県の境を越えた範囲においての広域連
係が重要となる．また，現場から国レベルまで
の災害情報の共有が効率的になされないとそれ
ぞれが有効な対策を打つことは難しい．例えば
阪神・淡路大震災のときには被害の大きな場所
では，情報が入りにくかったため被害の把握に
時間がかかり，初動が遅れたという問題がある．
このような情報共有の重要性自体は認識され
てはいるものの，現状では FAX などの昔から
の紙ベースの方法に頼る体制を持つ組織が多く，
情報システムを持つところであってもそれぞれ
の組織内の情報共有に留まっている組織がほと
んどである．これらの情報システムには，現場
レベルの詳細な情報を扱うシステムから，都道
府県や国のようなマクロな情報を扱うシステム
までさまざまなものが存在し，また連携の形態
も，市町村間や現場での情報共有のような横の
連携，市町村と都道府県のような縦の連携など
多様である．このため災害時における情報共有
を有効に実現するためには，多種多様なシステ
ムを縦横に柔軟に接続・連携させることが重要
な課題となる．しかし，従来のシステムは基本
的には各機関内において稼働させることに重点
が置かれ，自治体 (県・市町村)と防災関係機関
(交通機関，電力・通信・ガスなどのライフライン
企業)との間の情報伝達・共有など，全体として
の共有化が図られているとはいえない [12, 13]．
現在防災用に作成されているシステムも徐々に
ネットワークに対応したシステムに移行してき
ているが，組織をまたがる情報共有に対しては
インターオぺイラビリティ(相互運用性)に関し
ての課題がある．各システム間のデータ表現形
式の違いや通信方式の相違等といった技術的な
問題や，扱う情報項目の違いや必要とされる情
報精度の違いといった社会的な問題があり，シ
ステムの相互接続による災害情報共有の大きな
壁となっている [13]．
1.5 研究の方針
このような現状を踏まえ，以下のように方針
を立てた．
災害時情報共有のためのプロトコル，および
そのプロトコルを扱うサーバシステムを提案
し，その上で課題となる情報項目の整理や実際
のデータ共有のための課題の検証を行う．
災害対応各機関はすでに機関内での情報シス
テムを持つところもあり，各機関の実状に合わ
せて整備されている場合がある．災害の情報共
有に使用するシステムを統一し，同一のシステ
ムを複数の機関に設置し使用するアプローチが
あり，この種のシステムの例として医療情報を
共有するシステム EMIS (Emergency Medical
Infomation System)等が広く使われている．し
かしながら既存の医療システムとは直接連係せ
ず，EMIS に対して別途入力が必要になるため
入力に二重の手間がかかる．そのため実際には
データが少なくなり，平常時でも想定したとお
りには運用できていない [14]．このような現状
をふまえ，災害の個々の情報共有システムがす
でに存在する場合があることを前提として，そ
れらを有機的に連係するための枠組として機器
4間のプロトコルを定めることによって有効な情
報共有を行うアーキテクチャを提案する．
また，共有する情報に関して，これまで通信，
FAX等で共有する主な情報は，被害の集計情
報であった．実際に有効な対策を立てるために
は情報を必要とする場所に応じた細かな災害
情報が必要であるが，そのための情報形式の規
定が必要である．災害対応はとりわけ実社会と
の関わり合いが強く，社会に存在する広範囲に
わたる分野の情報表現が必要である．現在のと
ころこれら広範囲な情報を共有するための網羅
的かつ整理された共通的な情報構造は存在しな
い．この問題に対処することができるアーキテ
クチャを目指すと同時に災害時の情報共有のた
めの表現形式について考察を行う．これらアー
キテクチャおよび，情報形式に対して考察し，
実証実験による確認を行う．
また，共有するデータのそれぞれに対しても
価値の高い情報に加工するための課題が存在す
る．必要な情報には現場レベルと細かな情報か
ら，大域レベルの広域な情報まで多くの情報が
あり，それらを有機的に結合して共有すること
が求められる．現場レベルの細かな情報の共有
と大域レベルの広域な情報の共有では必要とな
る課題も異なるため，それぞれに対し，減災上
特に重要な具体的な課題に対し，検討を行う．
現場レベルの情報としては，人命救助のため
に特に重要な被災者救助支援情報について検討
を行う．
大域レベルの情報としては，広域連係では最
重要課題の一つと考えられている道路情報につ
いて検討を行う．
以上のように本論文では全体のアーキテク
チャ，アーキテクチャ上での情報項目の策定，
アーキテクチャ上の情報共有に対する個々の情
報取得の課題に至るまで，防災・減災のための
コンピュータシステムにおける全体から部分ま
でを包括して検討を行う．
1.6 本論文の構成
本節では本論文の構成を述べる．
まず第 2章にて本研究全体のアーキテクチャ
を述べる．その上で，その後の第 3から第 6章
にて個別の研究要素について述べる．その後第
7章にて考察を行い，第 8章にてまとめと今後
の展望について述べる．
第 3 章では，災害時情報共有のためのプロ
トコル，およびそのプロトコルを扱うサーバシ
ステムを提案する．提案するシステムは，プロ
トコルとしてオープンな標準規格を用い，既存
システムを柔軟に接続する事が出来る．本章に
関わる研究は，文部科学省 科学技術振興調整
費・重点課題解決型研究プロジェクト「危機管
理対応情報共有技術による減災対策」の研究項
目「減災情報共有プラットフォームの開発」の
研究助成を受けて行ったものである．本章の本
質的な内容については文献 [15]にて報告した．
第 4章では，災害時に複数機関で情報共有を
行うための共通データ構造の設計方針，設計手
法について提案する．本章に関わる研究は，文
部科学省 科学技術振興調整費・重点課題解決
型研究プロジェクト「危機管理対応情報共有技
術による減災対策」の研究項目「減災情報共有
プラットフォームの開発」の研究助成を受けて
行ったものである．本章の本質的な内容につい
ては文献 [16]にて報告した．
第 5 章では移動ロボット等のセンサを持つ
移動体群による空間地図作成，空間情報共有の
ためのプロトコル，およびそのプロトコルを扱
うサーバシステムを提案する．提案するシステ
ムでは，レーザーレンジファインダ等の移動ロ
ボット上のセンサで得られる計測されたデータ
を保存できる．また，外部から各データの座標
系定義を与えることで，空間地図作成，ロボッ
ト位置同定が可能になる．本章に関わる研究は，
NEDO「戦略的先端ロボット要素技術開発プロ
ジェクト 被災建造物内移動 RTシステム (特殊
環境用ロボット分野) 閉鎖空間内高速走行探査
5群ロボット」の研究助成を受けて行ったもので
ある．
第 6章では災害時に最も重要な情報の一つで
ある道路情報の共有について検討した．車両の
位置を GPS で取得し，共有することにより通
行可能な道路や通行状況などある程度の道路状
況を把握することができる．本章の本質的な内
容については文献 [17]にて報告した．
第 7章にて考察，第 8章にてまとめと今後の
課題について述べる．
6第2章 本研究で扱う課題
本章では，以後の各章における研究の位置付け，および研究概要を述べる．
2.1 アーキテクチャ
災害時情報共有のためのプロトコル，および
そのプロトコルを扱うサーバシステムを提案す
る．災害時において情報共有をいかに行うかは
迅速な災害対応を行う上で重要であるが，実際
の災害現場では紙ベースあるいは閉鎖的なシス
テムによる情報管理が行われており，十分な情
報共有が行なわれていない．提案するシステム
は，プロトコルとしてオープンな標準規格を用
い，既存システムを柔軟に接続する事が出来る．
2.2 スキーマ
災害時には，あらゆる災害対応情報がやり取
りされている．しかし，災害対応実施機関は各
種情報システムを整備しているが，他機関との
情報共有を考慮したデータ構造になっていない
ために円滑な情報共有が行なわれていない．本
研究では，災害対応の一例として水害に焦点を
当て，水害対応に関する業務と情報を分析し，
情報項目の体系化を試みた．さらに，XMLを
用い，他機関と災害対応情報を共有することを
目的としたデータ構造 (XMLスキーマ)の設計
方針・手法を提案し，スキーマを構築した．提
案スキーマは，共通情報をまとめた基本スキー
マと個別情報をまとめた応用スキーマで構築さ
れているところが特徴である．また，水害対応
経験がある新潟県見附市で行なった実証実験で
使用し検証された．実証実験は，2004年新潟福
島豪雨災害の事象を踏まえたシナリオに合わせ，
参加 7機関・協力 11機関の参加のもと 13種類
の XMLスキーマに沿ったデータを複数の情報
システムとネットワーク越しに情報共有を試み
た．XMLスキーマの評価は，見附市職員への
アンケート調査で災害対応業務の実効性の側面
から回答してもらい，情報共有が円滑に出来て
おり有用であるとの評価を得た．また，XML
スキーマを実際に情報システムで扱った参加機
関の担当者に対してもアンケート調査し，課題
はあるものの，必要な情報を共有できたとの評
価を得た．
2.3 移動体データ
移動ロボット等のセンサを持つ移動体群によ
る空間地図作成，空間情報共有のためのプロト
コル，およびそのプロトコルを扱うサーバシス
テムを提案する．提案するシステムでは，レー
ザーレンジファインダ等の移動ロボット上のセ
ンサで得られる計測されたデータをそのまま保
存するとともに，外部から各データ間の座標系
定義を与えることで，空間地図作成，ロボット
位置同定が可能になる．
2.3.1 背景
前章で述べたように，これまでの大震災では
家屋倒壊が起こり，それにより多くの人々が生
7き埋めになり多くの死傷者が出ている．死亡，
負傷原因のほとんどは，地震直後の家屋倒壊や
家具の下敷きによる．これらに対する対策とし
ては，耐震基準の変更による新築時の耐震強度
向上，現存家屋の耐震補強，家具の固定等が有
効である．耐震基準に関しては阪神・淡路大震
災を契機として，建築基準法が見直され改訂が
行われている．ただし，新しく建てられる建築
物には新しい耐震基準が適用されるが，改訂以
前から存在する建築物には新しい基準が適用さ
れず，耐震補強の義務も無い．そのため，既存
不適格建築物と呼ばれる，新しい基準を満たし
ていない建築物が多く現存している．これらは
地震によって倒壊するおそれがあるが，耐震補
強には費用がかかり，そのままになっているも
のも多い．効果的な耐震補強にかかる費用は，
木造で 50万円～350万円程度 [18]と高額なた
め必ずしも簡単に補強できる訳ではない．東京
であれば，特に下町等の居住区域に既不適格建
築物が多数存在する．特に関東大震災の直後に
建てられた建物は老朽化も激しく，倒壊する可
能性が高い．
今後の大震災でも，建物倒壊により生き埋め
になる要救助者が多数出ることが想定される．
例えば，東京湾北部地震では火災被害，建物倒
壊を含めて 85万棟と想定されており，多くの
要救助者が出ることが想定される．これまでの
大震災の例では，発見前にすでに死亡しており，
助からないことが最も多いが，救助により助かっ
た人々も多い．阪神淡路大震災では 18,000人
以上が救助されたとされている [19, 20] ．
一般に生存率は時間とともに下がるとされて
おり，可能な限りの迅速な救助が求められる．
特に発災後 72時間を越えると生存率が 1割以
下まで低下するため，どれだけ早急に救出でき
るかが重要である．
以上のように多数の建物倒壊が避けられない
状況において，人的被害を減らすためには要救
助者の発見，救助，治療をいかに迅速に行うこ
とができるかが非常に重要な要素となる．
2.3.2 レスキューロボット
震災等の災害やテロ等の人命救助に関わる
現場において，災害状況を的確にかつ可能な
限り早急に把握することは救助の視点からも
非常に重要な課題である．しかしながら，レス
キュー隊員が危険な地域への立ち入りを行うこ
とは二次災害を発生させる危険がある．その
ため，危険な地域や瓦礫のすき間などの人間の
侵入できない狭い場所の調査には，ロボットを
用いての安全な場所からの遠隔操作による探
査が期待されている．通常，ロボットの正確な
位置，向きを取得することは技術的に困難であ
り，ロボットの自己位置推定と地図作成を同時
に行う SLAM(Simultaneous Localization and
Mapping) と呼ばれる手法など，レーザーレン
ジファインダ等のセンサやオドメトリ情報など
をもとにして自己位置推定，地図作成を行う研
究が行われているが，ロボット位置に誤差が含
まれることは避けられない．そのため，必ずし
も正確でない情報を探査ロボットが報告するこ
とになる．情報を集約して正しいと思われる形
で共有するためには，データ登録後での位置の
誤差補正が可能なことが望ましい．また，災害
に関わる情報には，さまざまなものが存在する
ため，これらを表現し有効に共有できるシステ
ムが求められており [12, 13]，災害における標
準的な情報構造を規格化していくことが重要で
ある [21]．
そこで我々は，災害時探査ロボットを含め災
害時の情報共有に適したデータベースシステム
DaRuMa (DAtabase for Rescue Utility Man-
agement)を開発した．本稿では，本データベー
スシステムについて述べ，移動ロボットための
座標系モデルを提案する．また，それらの有効
性を検証した実証実験についても述べる．
82.4 プローブカー
災害時の救急・救援活動や復旧活動に際して
自動車の利用は不可欠であり，道路情報は最も
重要な情報の一つである．しかし，大きな災害
に際しては，刻々と変化する広域の道路状況を
リアルタイムに把握することは容易ではなく，
適切な情報が提供されているとは言い難い状況
である．本稿では，プローブカー情報の減災利
用に関する取り組みの一環として，2007 年 7
月新潟県中越沖地震における「通れた道路マッ
プ」の試験提供の取り組みについて報告すると
ともに，抽出された課題を提示した．さらに，
プローブカーによる道路被害把握の可能性につ
いても実データに基づき検討し，プローブカー
情報の減災利用の実現に向けた課題と展望につ
いて議論した．
9第3章 減災のための分散アーキテクチャ
災害時情報共有のためのプロトコル，およびそのプロトコルを扱うサーバシステムを提案する．災
害時において情報共有をいかに行うかは迅速な災害対応を行う上で重要であるが，実際の災害現場
では紙ベースあるいは閉鎖的なシステムによる情報管理が行われており，十分な情報共有が行なわ
れていない．提案するシステムは，プロトコルとしてオープンな標準規格を用い，既存システムを
柔軟に接続する事が出来る．
3.1 はじめに
災害時において減災につながる情報共有を行
うには，さまざまな災害に係わる情報システム
をいかに連携させるかが重要である．これらの
情報システムには，現場レベルの詳細な情報を
扱うシステムから，都道府県や国のようなマク
ロな情報を扱うシステムまでさまざまなものが
存在し，また連携の形態も，市町村間や現場で
の情報共有のような横の連携，市町村と都道府
県のような縦の連携など多様である．このため
災害時における情報共有を有効に実現するため
には，多種多様なシステムを縦横に柔軟に接続・
連携させることが重要な課題となる．しかし，
従来のシステムは基本的には各機関内において
稼働させることに重点が置かれ，自治体 (県・市
町村)と防災関係機関 (交通機関，電力・通信・
ガスなどのライフライン企業)との間の情報伝
達・共有など，全体としての共有化が図られて
いるとはいえない [12, 13]．
一方，情報技術の分野では，Webサービスな
どを代表とする SOA (Service Oriented Archi-
tecture) の考え方に基づくシステム構築が注目
を集めている．従来では，ある業務 (例えば防
災)の情報システムを設計する際には，その業
務に関するあらゆる処理を単一のシステムで実
現できるように設計・実装してきた．それに対
し SOA では，業務の機能 (サービス)ごとに独
立して動作するモジュールとしてソフトウェア
を実現し，それらの機能を緩やかに組み合せて
業務に必要な処理を実現する．この考え方では，
組み合せの手順などをXMLなどの汎用的な枠
組みを用いることで，サービスモジュールを個
別に作成することができ，モジュールごとの漸
進的なシステムの更新が可能となる．
本研究では，この SOA の考え方に基づき，
各種災害対応システムを柔軟に連携させるため
の分散システムアーキテクチャを提案する．ま
た，本研究ではアーキテクチャの提案のみなら
ず，実際にその中心となる情報共有データベー
スシステムの実装を行い，これを誰でも自由に
使えるよう公開した．さらに，複数の機関での
システム連携を行い，本アーキテクチャの有効
性を確かめた．
以降本章では，3.2節で災害情報の規格化の
重要性と課題について議論し，3.3節でその課
題をもとに情報共有システムに必要な技術的用
件について述べ，3.4節でアーキテクチャの提
案，3.5節で実際に本アーキテクチャによるシ
ステム作成および検証のための実験を行い，3.6
節でまとめとする．
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3.2 災害情報規格化の重要性と
課題
大震災等の物資や人材が十分に確保できない
状況では，いかに現状を把握し，適切な対応行
動を行うかが重要となる．現在，さまざまな災
害情報を扱うシステムが用いられているが，そ
れらは組織を越えて十分に連携されているとは
いえない．例えば，ほとんどの自治体では入っ
てくる情報を整理し，現在の状況を上位機関に
報告する作業に膨大な手間が取られている [22]．
現場と災害対応機関，自治体とその上位機関の
連携がコンピュータシステムを通してスムース
に行えるようになれば，単なる集計作業などに
人手を割かずに済ませることができる．しかし
ながらこのような関係各組織間のスムースな連
携を行えるようにするには現在のところ課題も
多い．大きな技術的な原因の一つは，各組織間
での共有に必要な，情報の表現方法の統一的な
形式化がまだなされていないことである．災害
対応調査等で災害対策本部等でどういった情報
がやりとりされたかといった調査がこれまで行
われてきている [23]が，これらはコンピュータ
上で扱えるものというよりは，より概念的で大
まかな項目の整理である．実際にコンピュータ
上で情報を扱うためは，詳細まで構造を決定し
なければならないが，この両者の間には大きな
ギャップがあり，現在のところ災害時に必要な
情報を網羅的に，かつ整理された共通的で電子
的に扱える情報の表現方法は存在せず，災害に
おける標準的な表現方法を規格化していくこと
が重要である [21]．
ただし，規格化を進めるには課題も多い．規
格化の困難な点の一つとして，まず災害に関わ
る情報の多様さがある．地震における物的被害
情報だけでも建物被害，土砂崩れ，道路被害な
ど様々なタイプの情報があり，雪害，噴火，台
風等それぞれ必要となる情報は異なる．医療の
ために必要な人的被害，すなわち怪我や病気の
表現だけでも簡単ではない．さらに単なる被害
情報のみならず，個人，組織の表現法，住所，
天候，交通など，直接災害と関係なくとも災害
対応に必要な情報もある．また，消防庁第 4号
様式 [24]のようなメッセージの形式や，業務命
令や作業状況の表現，シミュレーション結果，
写真や音声情報をどう表現するかといったコン
ピュータ寄りの情報形式など，災害時にシステ
ム上で必要とされる情報構造は多種多様である．
現状では，どのような情報を共有し，その情
報をいかにコンピュータ上で表現するのが被害
を軽減するのに最も効果的かということは必ず
しも自明ではないため，今後社会工学的な分析，
現存のシステムや紙やファクシミリベースの処
理等との親和性，コンピュータシステムで扱う
ときの効率等も考慮しながら，現実的な共通の
情報構造を策定していくことが重要である．そ
のためには扱われる情報構造の変化にも強いシ
ステムを設計する必要がある．
3.3 情報共有システムの技術的
要件
これまで述べてきたように，災害時の効果的
な情報共有のためにはデータ形式等の情報伝達
の仕組みの統一化が重要である．アーキテクチャ
の構築にあたり，必要と思われる用件を以下の
ように整理した．
1. ネットワークを介した連携
災害関係各機関のコンピュータシステム
は地理的に分散しており，また運用して
いるソフトウェアも異なる．また，同一
組織内でも部署ごとに別々のシステムを
持つ構造もありうる．これらのシステム
の開発言語や実行環境はさまざまである
が，それらが独立に動作しつつも連携す
る必要がある．そのためには OS や開発
言語に依存しない，ネットワーク経由で
の情報のやりとりが現実的であり，コン
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ピュータネットワークと親和性のある形
で設計されるべきである．
2. 逐次拡張性
全てのシステムを破棄して新しく全体シ
ステムを作成することは必ずしも現実的
であるとは言えず，特に組織をまたがる
共有を考えたときには一斉に全てのシス
テムを置き替えることが可能であるとは
限らない．また，災害用として開発され
ていない一般の自治体事務システムにお
いても，災害時には災害向けの情報シス
テムの一端を担うものがあると考えられ，
接続することで減災に役立つシステムが
有り得る．これらのシステムをできるだ
け改変なく接続でき，かつ将来に渡って
順次システムの追加や置き換えが可能な
全体的な技術的枠組みが必要である．
3. データの表現力
システムで扱われる情報構造は，災害時
に必要なさまざまな情報を表現できる必
要がある．具体的には以下のものが挙げ
られる．
 文字列，数値等一般的なデータ
地名，人名，物資の量など文字列や
数値は一般的によく使われるデータ
である．当然ながらこれらを扱える
必要があり，それに加えて検索で被
害の大きいものだけをピックアップ
する，などのように数値の大小や文
字列の比較で検索できる必要がある．
 地理データ
災害においては崖崩れ，延焼範囲な
ど，位置や範囲が重要となる情報が
多い．位置や範囲等の地理的なデー
タを保存するとともに，十分な速度
で地理的な検索を行える必要がある．
 時刻データ
災害時の状況は時々刻々と変化する
ため，ある情報がいつの情報である
かは非常に重要である．また一つの
情報の中にも複数の時刻を持つもの
も存在する．例えば，1件の崖崩れ
被害報告の中に通報時刻，確認時刻，
報告時刻のように複数の時刻データ
が存在することがありうる．
 画像等のデータ
写真，動画等の情報は被害の実状を
把握する上で非常に有効な情報であ
り，これらテキストデータ以外の情
報も扱えることが重要である．
 構造化されたデータ
実際に災害時に扱われる情報は，被
害の場所，通報時刻，その被害の写
真データや報告者情報，註釈等のよ
うに複数の情報を組み合わせて扱う
ことがほとんどである．さらにこの
場合の通報者情報は，例えば人名や
連絡先等の複数の項目から構成され
る入れ子構造の階層的な情報となり
得る．情報を単に列挙してまとめる
だけでなく，階層的に情報を組合せ
て表現できることが望ましい．例え
ばリレーショナルデータベースのよ
うな単なる表形式では，階層化され
たデータを扱う際，使用者が一意な
キーの管理を行ない，入力データを
表ごとに分割するなど，直接階層化
されたデータを扱えない．できれば
自然な形で階層化されたデータを扱
えるほうが望ましい．
4. データ構造の顕在化・部品化再利用
災害時に共有されることで有効な情報は
多数あるが，前節で述べたようにそれら
を定義し，規格化していくことが重要で
ある．それぞれの情報の構造を別々に一
から定義すると，同一の事象を表現する
ための定義が複数できてしまい，収拾が
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つかなくなる．特によく使われるものに
ついては部品化して定義し，その定義を
共有して規格化していくことで表現の統
一化を図るべきである．そのためには，す
でに定義されているデータ構造を用いて
別の新しい構造を作成できること，現状
存在するデータ構造を再利用できること
が重要である．
5. 検索
災害情報を共有して必要な情報を詳細な
レベルまで収集し，必要なときに必要な
ものが入っている状態にすることは重要
であるが，災害対応時にはこれら全てを
確認するだけの十分な時間はない．多量
の情報から必要な情報をすばやく見付け
られることが重要であり，地域，人や場
所，物などさまざまな検索条件において
検索できることが必要である．検索条件
に関しては，災害においてはさまざまな
状況が考えられるので，単に事前に検索
条件を準備するだけでなく，汎用的で柔
軟な検索条件を指定できることが重要で
ある．
3.4 減災のための分散システム
アーキテクチャ
前節では災害時の情報共有についての技術
的用件を挙げた．本節ではそれを元に提案する
アーキテクチャについて述べる．まず全体の構
成においては，前節のネットワークを介した連
携，逐次拡張性の項で述べたように，すでに存在
するシステムをできるだけ改変なく接続でき，
かつ順次システムの追加，更新が可能なよう，
ネットワーク上での接続方式を共通化して接続
するようにした．これを 3.4.1 節で詳しく述べ
る．次に 3.4.2 節で，前節のデータの表現力，
データ構造の顕在化・部品化再利用，検索の項
で述べた機能を元に設計した接続方式について
述べる．
3.4.1 全体構成
本アーキテクチャでは，図 3.1のように，中
央に情報共有データベースシステムを置き，各
情報システムはこの情報共有データベースシス
テムのみに対して接続を行うスター型の構成と
し，各情報システムは，統一的なプロトコル (通
信方法や手順，通信内容のフォーマット) にて
情報共有データベースシステムとやりとりを行
うこととした．図 3.2のように，各システムが
それぞれ別個に接続方法を持ち，相互に接続す
る場合，n 個のシステムが存在する場合は接続
の数は n(n 1)となる．この場合，さらに一
つ新たに情報システムを接続するようになった
場合，既存の各システムと新たなシステムとの
間に接続が必要になる．現実には既存のシステ
ムの修正を行えないことも多く，数が多くなる
と系全体が破綻する．本アーキテクチャでは図
3.1のようなスター型の構成とすることで，管
理すべき接続の数を減少させるとともに，新た
なシステムの参加に対し，既存のシステムを変
更する必要が無い構成となっている．
このように本アーキテクチャでは各種システ
ムが情報をやりとりすべき方式を各種システム
は，ネットワーク上の共通のプロトコルを用い
て連携する．共通プロトコルを直接扱うシステ
ムでなくとも，既存のシステムに共通プロトコ
ルとの変換モジュールを置いたものでも良い．実
際に既存のシステムを接続する場合には，既存
のシステムと共通プロトコル間の変換モジュー
ルを置くのが現実的であろう．既存システムの
入出力と共通プロトコルを変換するモジュール
の作成を支援するツールを用意することで，既
存システムの接続はさらに容易になる．また，
逆に情報共有データベースシステムを規定す
るものも共通プロトコルを扱えることのみであ
る．つまり，共通プロトコルの解釈さえ行うこ
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とができれば，情報共有データベースシステム
は各種システムと同じコンピュータ上で動作し
ていても，地理的に離れた分散した複数のコン
ピュータ上で分散して動作しても構わない．実
際に大規模な接続を行う際には，図 3.1をその
まま実装した単純なスター型の構成では，故障
時や通信分断時のロバスト性の確保の点などで
問題があるが，情報共有データベースシステム
側を P2P(Peer-to-Peer，接続の方式を統一し
て，多対多のシステム間接続を行なう方式)化
するなど，データの分散管理や多重化を行うこ
とでロバスト性を確保することができる．この
場合でも各種システムの変更の必要は無い．な
お本構成では，情報を提供システム，情報を取
得するシステム，統計等の分析を行うシステム，
シミュレーションを行うシステム，ビューワ等，
さまざまなシステムをすべて同一のプロトコル
で接続する．それにより単なる情報の共有だけ
ではなく，共有した情報をもとに，分析，集計，
被害想定等を行なうシステムを逐次追加するこ
とが可能である．また，その結果も同様に共有
し，各システムで参照することが可能である．
3.4.2 減災情報共有プロトコル
本アーキテクチャでは，各情報システムと情
報共有データベースシステム間のプロトコルを
定めている．プロトコルの設計にあたり可能な
限り現存の ISO 等ですでに標準化され広く使
われている規格を採用し，現存のシステムや今
後作成されるシステムとの親和性を高めること
を目指した．標準の採用は既存のツール等をそ
のまま利用できるという利点があり，災害以外
の目的のためのシステムとの連携や応用が期待
できる．平常時に利用されていないシステムを
災害時に利用することは，習熟度の面からも困
難なため，平常時に利用されているシステムと
の連携も考慮に入れ，災害のみでない一般的な
情報共有が可能となるよう設計した．また，セ
ンサーシステムのような，大きな計算能力の期
図 3.1: 構成 1
図 3.2: 構成 2
待できないシステムでも扱えるようシンプルさ
を保つよう努めた．
本研究で提案するプロトコル MISP (Mitiga-
tion Information Sharing Protocol) は，WFS
(Web Feature Service)という Web 上で XML
(Extensible Markup Language)で表された情
報を検索するための規格をベースとしたプロ
トコルである．XML 自体が階層構造を持つ言
語であるため階層構造を持つデータを扱うのに
向いている．また，XML の特徴として XML
Schemaというデータ構造の記述方法があり，こ
れを用いてデータ構造記述が可能である．地理
表現，時刻表現には GML (Geography Markup
Language) という地理および時刻を表現する
XML ベースの世界標準規格があり，MISP で
は地理，時刻の表現にはこれを採用し，地理情
報等の前節で挙げたデータ表現をカバーできる
ようにした．基本的にはこれらの規格をそれら
をそのまま採用し，必要と思われるところを拡
張し，策定した [25]．
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図 3.3に MISP で扱う機能を，図 3.3にデー
タ登録の例を示す．MISP で取り扱う機能は，
一般的なデータベース管理システムで扱われる
機能と，基本的には同じであり，データの入力，
検索，修正，削除が主な機能となる．MISP が
WFS と大きく異なる点は，保存するデータの
型を実行時に XML Schema によって定義，登
録し，構造を共有化することができる点である．
このため，運用時にシステムを停止させずに更
新が可能であり，システム統合作業時等に，情
報を共有するシステム間で共通の，災害等の情
報を記述したデータ形式 (以下スキーマ)を追
加・修正してリアルタイムにテスト・修正する
ことが可能である．スキーマを固定せず，動的
に変更可能としたことにより，今後，防災・減
災研究による，より良い情報共有スキーマが提
案された場合にも，プロトコルや情報共有デー
タベースシステムの実装を変更することなく対
応することができる．
3.5 提案アーキテクチャの評価
実験
実際にシステム統合を行うことで提案アーキ
テクチャの評価を行った．評価に先立ち，実際に
情報共有データベースシステムおよび接続ツー
ル群の実装を行い，防災関連情報システムの統
合実験を行った．
3.5.1 コアシステムの実装
情報共有データベースシステム DaRuMa
情報共有データベースシステムの実装の一つ
として DaRuMa (DAtabase for Rescue Utility
MAnagement)を作成した．DaRuMaの特徴は
以下のとおりである．
 大規模データ
内部で，データの保持に広く利用されて
図 3.3: MISP の機能
図 3.4: MISP での通信の例 (データ登録)
おり実績のあるMySQL (オープンソース
ソフトウェアのデータベース管理システ
ム)を用いており，大規模データを安定か
つ高速に検索・操作できる．
 マルチプラットフォーム
Java によって記述しており，MySQL と
Java の動作する複数のプラットフォーム
(Linux, FreeBSD, Windowsなど)で動作
可能である．
 動作環境
ノート PC等の比較的非力なマシン上で
も動作する．
 フリーソフトウェア
オープンソースソフトウェアとして公開
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しており自由に使用できる [26, 27]．
接続支援ツール群
災害を軽減化するには多数の機関が協力して
情報を共有する必要がある．通常，災害関連機
関はすでにそれぞれ独自にシステム化を行って
おり，これら既存システムに対し，いかに少な
い追加，変更にて情報を共有化できるようにさ
せられるかが重要となる．接続支援ツール群の
開発においては，複数の機関で個別に開発され
たシステムを短期間で比較的容易に接続できる
ことに留意して開発を進めた．また，これら接
続支援ツール群を DaRuMa と同様フリーで公
開した．作成した接続支援ツールは以下のとお
りである．
 CSV 接続ツール
CSV ファイルを入出力として，それを
MISPに変換して接続を行うツール．CSV
ファイルで入出力を行うことができるシ
ステムを MISP によって接続することが
できる．既存のシステムに CSV での入
出力機能を追加することで情報共有デー
タベースシステムに接続できる．
 XML 接続ツール
XML ファイルを入出力として，それを
MISPに変換して接続を行うツール．XML
ファイルで入出力を行うことができるシ
ステムを MISP によって接続することが
できる．
 スキーマエディタ
スキーマをグラフィカルに作成するツー
ル (図 3.6)．本アーキテクチャで採用して
いる XML Schema での構造記述は，複
雑な情報構造でも記述でき，厳密さの要
求されるコンピュータでの処理に適して
いるが，その反面コンピュータに詳しく
ないユーザには記述が困難な場合がある．
本ツールは，XML Schema 等の技術に詳
図 3.5: 接続支援ツール群を用いたシステム統合
図 3.6: スキーマエディタ
しくないユーザでもスキーマを構築する
ことができる．
これらツールを用いることで，既存のシステ
ムをそのまま，もしくは CSV, XML を入出力
とするよう拡張するだけで，MISP による通信
が可能となる (図 3.5)．
3.5.2 実証実験
科学技術振興調整費「危機管理対応情報共有
技術による減災対策」[28]にて，災害に関連す
る各種情報システムを本アーキテクチャにて連
動させるシステム統合を行った．このプロジェ
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クトでは，見附市，豊橋市にて実証実験を行い，
災害救助対策の主体となる自治体の関係部署に
加え，電力，ガス会社などのインフラ企業，避
難所や市民の活動などを支える各情報システム
を連携させ，さらに県や国などへの情報伝達を
一貫して行うシステムの統合を試みた．実証実
験により，システム連携が実際に災害に対して
有効であるか，また統合システムの構築が容易
であるかを確認した．
見附実証実験
2006年 10月 27日に新潟県見附市役所にて，
水害を対象として防災，減災に関わる多数の
機関，多数の各種情報システムを本アーキテク
チャによる情報システム統合を行う実証実験を
行なった．本実験では，市役所の複数の関係部
署および消防・警察と，電力・ガスなどのライフ
ラインの情報を DaRuMa を介して統合し，相
互に情報を共有することを試みた．同時に，災
害ボランティアなどからの携帯端末を使った通
報や水位観測センサからの自動通報なども統合
し，災害対応にあたる職員が災害対応活動に専
念できる統合システムを構築した (図 3.7)．
本実証実験により統合したシステムやデータ
は以下のとおりである．
 減災情報共有データベースシステム
共有のコアとなるデータベースシステム
DaRuMa (産業総合技術研究所，防災科
学技術研究所)
 災害対応管理システム
自治体の災害対応業務を扱うシステム (防
災科学技術研究所)
 消防庁情報共有システム情報通信研究機
構の運用している研究開発テストベッド
ネットワークである JGN-II (Japan Giga
Network II)，新潟県情報ハイウェイ，消
防庁の設置した無線LANの各ネットワー
クを用いて消防庁から見附市まで接続し，
災害情報を集計した結果を取得するシス
テム (消防庁)
 災害情報可視化システム
災害対策本部等のために，現在状況を地
図上にグラフィカルに表示するシステム
(東京大学竹内研究室)
 携帯端末システム
携帯端末を用いて画像情報，位置情報を
登録するシステム (東京大学竹内研究室)
 水位情報収集システム
現在水位の情報を自動的にデータベース
システムに登録するシステム (東京大学竹
内研究室)
 交通シミュレーションシステム
浸水による通行不可道路を反映した交通
シミュレーションを行うシステム (産業総
合技術研究所)
 避難誘導シミュレーションシステム
住民を避難させるための安全な経路をシ
ミュレーションによって提案するシステ
ム (安全・安心マイプラン)
 災害ナビゲーションシステム
水位情報を監視し，防災体制の発令が必
要になった際に自動的に発令を促すシス
テム (NTT アドバンステクノロジ)
 ガス情報システム
ガスの供給停止区域情報を登録するシス
テム (東京ガス)
 電力情報システム
停電区域情報を登録するシステム (東北
電力)
 広報支援システム
WebGIS によってマスコミに対し情報提
供を行うシステム (工学院大学)
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図 3.7: 見附実証実験全体図
図 3.8: 見附実証実験結果
 新潟県情報共有システム
長岡市，三条市，柏崎市，見附市の情報
を集計するシステム (総務省実証実験)
 基盤データ
全体で共有するための基盤地図データ (建
築研究所)
図 3.8は共有された情報を表したものである．
浸水域や停電区域，崖崩れ地点や被害写真等の
各情報システムで入力された情報が他の各情報
システムでも共有できる．
実証実験後に市役所職員へ評価のための聞き
取り調査を行い，水防，河川現況など最新の被
害情報の収集・共有の点で有用であるとの評価
を得た [29]．
図 3.9: 豊橋実証実験全体図
図 3.10: 豊橋実証実験結果
豊橋実証実験
2006年 11月 12日に愛知県豊橋市にて，地震
を対象として多数の各種情報システムをDaRuMa
を介して統合した．本実験では，避難所に集ま
る市民からの膨大な情報を DaRuMa を使って
整理・統合し，それらの情報を元に，火災延焼
や交通渋滞予測，避難経路探索などを行い，災
害対応行動を円滑に進めるのに有用な情報提供
を行うことを試みた (図 3.9)．
共有された情報を表示したものを図 3.10に
示す．
本実証実験により統合したシステムは以下の
とおりである．
 情報共有データベースシステム
共有のコアとなるデータベースシステム
DaRuMa (産業総合技術研究所，防災科
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学技術研究所)
 広報支援システム
WebGIS によってマスコミに対し情報提
供を行うシステム (工学院大学)
 避難所システム
避難所にて市民を対象に情報の共有を行
うシステム (豊橋技術科学大学)
 火災延焼シミュレータ
火災のシミュレーションを行い，今後の
時刻ごとの予想延焼範囲を計算するシス
テム (東京大学関沢研究室)
 情報提示システム
災害対策本部，住民に対して情報を表示
するシステム (消防庁)
 交通シミュレーションシステム
道路状況を反映した交通シミュレーショ
ンを行うシステム (産業総合技術研究所)
 避難誘導支援システム
火災の情報を考慮した避難経路を提案す
るシステム (安全・安心マイプラン)
 長距離無線 LAN
ネットワークが断絶した際でも利用でき
る，無線を用いたネットワークシステム
(消防庁)
見附市実証実験と同様に実証実験後に市役所
職員へ評価のための聞き取り調査を行い，実験
で提案された仕組みは行政機関等が行う情報収
集と合わせ有効な手段となりうるとの評価を得
た [30]．また，本実験では DaRuMa を非力な
ノート PC上で稼働させることで，負荷に十分
耐えられるか確認した．数万件のデータが登録
され，その情報を各システムで取得したが，十
分な速度が得られ，本アーキテクチャ上で全体
としてのシステムが有効に働くことを確認した．
3.5.3 共有情報を利用したシミュレー
ション
本アーキテクチャでは被害情報の共有だけで
なく，より進んだ減災対策としてシミュレーショ
ンを全体システムに組み込むことができる．シ
ミュレーションを利用することで，二次災害に
よる被害の予測や各種救助計画の効果を推定し，
計画立案を支援することが可能となる．シミュ
レーションはその性質上，初期条件に結果が大
きく左右されるため，利用する場合は十分に現
実に即した設定を行う必要がある．従来は個々
のシステムが独立していたため，収集された被
害情報などをシミュレーションに反映すること
が困難であったが，本研究で提案する分散アー
キテクチャに基づいたシミュレーションシステ
ムを構築することで，この問題点を解消するこ
とが可能である．
豊橋市実証実験では，さまざまな情報が入力
され，保持される情報共有データベースと複数
のシミュレーションシステムを接続し相互に情
報を参照することで連携させ，シミュレーション
結果を共有した．実験での情報の流れを図 3.11
に示す．
 延焼シミュレーションシステム
現地から報告された出火情報などを初期
設定とし，延焼予測を行う．
 避難シミュレーションシステム
道路被害情報，延焼シミュレータによる
火災による危険道路予測，避難の出発地・
目的地などの設定を情報共有データベー
スから取得し，避難に適した経路を解析
する．
 交通シミュレーションシステム
道路被害情報，避難経路を取得し，それら
の道路の通行に制限がある設定でシミュ
レーションを行い，渋滞・混雑が発生す
ると予測される道路を予測する．
19延焼シミュレーションシステム出火情報 延焼予測 避難シミュレーションシステム道路被害情報火災による道路危険度避難条件設定 避難経路 交通シミュレーションシステム道路被害情報避難経路 渋滞道路予測シミュレーション結果対策本部システム 各種情報ビューア情報共有データベース現地被害情報収集端末 被害情報入力システム道路被害情報出火情報
図 3.11: 各種シミュレーションシステムと情報の流れ
図 3.12に道路被害情報の有無による交通シ
ミュレーション結果の変化の例を示す．この例
では，主要な道路の閉塞が報告されており，被
害情報がある場合の結果では周辺の道路に渋滞
が発生している．各種シミュレーションシステ
ムは，条件となる情報を情報共有データベース
から取得するだけでなく，シミュレーション結
果を情報共有データベースに出力する．これに
より，シミュレーション結果を対策本部のシス
テムなどで被害情報とともに確認することや，
別のシミュレーションシステムで利用すること
が可能となる．
3.5.4 システム統合開発評価
見附実証実験，豊橋実証実験共，多数の機関
が参加し，多数のシステムを本アーキテクチャ
上で統合させた．これまでの災害情報共有では，
システム統合においては，データ構造の摺り合
わせや結合テスト等多くの作業が必要になる
が，本アーキテクチャを用いることで複数の機
関での情報の表現法を共通化することができ，
それぞれ一つの形式での接続のみで情報を共有
することができた．また，10以上の機関での情
報共有であったが，見附，豊橋共，数回の打ち
合わせによる比較的短時間でシステム統合を実
現することが可能であった．データ構造を運用
時にランタイムで，厳密な形で登録できること
や，プロトコルをシンプルに保ったことなどに
より容易にシステムを結合できた．打ち合わせ
では開発者が集まり，ノート PCを持ち込んで
データ構造の摺り合わせや結合テスト等を行っ
たが，この際 XML，XML Schemaの特徴であ
る，データ構造が定義可能かつ可読，検証可能と
いう特徴は，接続においてデータを入力する側，
入力されたデータを参照する側ともにテストや
デバッグなど開発に際し非常に有効であった．
3.6 まとめと今後の課題
本研究では防災に関わる各種情報システム連
携に適したアーキテクチャを提案した．見附市
実証実験，豊橋市実証実験共，多数の機関が参
加し多数のシステムを本アーキテクチャ上で統
合させることで，必要な情報を表現可能であり
実際に共有可能であることやシステム統合の容
易性を確認した．またこの実験では，共有され
たデータをもとにしたシミュレーションを行な
うといった高度な連携を行った．このような分
析は，これまで特定のシステムに組み込まれる
形で扱われてきたものであるが，本アーキテク
チャではシミュレーションや分析といった機能
を，組織を越えて提供することができる．近年，
Web上でさまざまなサービスを提供され，マッ
シュアップという形で組み合わせて使われてき
ているが，本アーキテクチャはこのような，シ
20
(a) 道路被害情報なし
(b) 道路被害情報あり
図 3.12: 道路被害情報の有無による交通シミュ
レーション結果の変化 (豊橋市高師口付近)
ミュレーションや分析等の高度なサービスをも
共有することにより，創発的でより高度な情報
共有への道を拓くものである．
今後の課題としては，防災分野の統一的，網
羅的な情報スキーマの策定が必要である．この
中には災害自体の情報だけでなく，シミュレー
ション，分析，集計など防災・減災に関する機能
的な情報も含まれ，災害，情報科学双方に関わ
る総合的，実用的なものが必要である．本アー
キテクチャはこの情報スキーマの重要性に着眼
し，重きを置いたアーキテクチャとなっている
が，防災・減災情報の実際の表現についてはま
だまだ多くの議論が必要である．今後，統一的
な情報の表現が策定されていくことが望まれる．
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第4章 防災共有情報スキーマの策定
災害時には，あらゆる災害対応情報がやり取りされている．しかし，災害対応実施機関は各種情報
システムを整備しているが，他機関との情報共有を考慮したデータ構造になっていないために円滑
な情報共有が行なわれていない．本研究では，災害対応の一例として水害に焦点を当て，水害対応
に関する業務と情報を分析し，情報項目の体系化を試みた．さらに，XMLを用い，他機関と災害
対応情報を共有することを目的としたデータ構造 (XMLスキーマ)の設計方針・手法を提案し，ス
キーマを構築した．提案スキーマは，共通情報をまとめた基本スキーマと個別情報をまとめた応用
スキーマで構築されているところが特徴である．また，水害対応経験がある新潟県見附市で行なっ
た実証実験で使用し検証された．実証実験は，2004年新潟福島豪雨災害の事象を踏まえたシナリオ
に合わせ，参加 7機関・協力 11機関の参加のもと 13種類のXMLスキーマに沿ったデータを複数
の情報システムとネットワーク越しに情報共有を試みた．XMLスキーマの評価は，見附市職員へ
のアンケート調査で災害対応業務の実効性の側面から回答してもらい，情報共有が円滑に出来てお
り有用であるとの評価を得た．また，XMLスキーマを実際に情報システムで扱った参加機関の担
当者に対してもアンケート調査し，課題はあるものの，必要な情報を共有できたとの評価を得た．
4.1 はじめに
災害発生直後の応急活動，復旧・復興など，
あらゆる災害活動に関して自助・共助の果たす
役割は極めて大きいことから，行政のみならず，
住民，ライフライン企業，災害対応実施機関等，
様々な機関が協調して災害活動に参加できる社
会の実現が求められている．それには，行政機
関と災害対応実施機関等で的確な情報を迅速か
つ確実に流通できるようにすることが必要であ
る．このような枠組みでは，情報システムが重
要な役割を果たすと考える．
中央防災会議は，平成 14年に防災情報の共
有化に関する専門調査会を設置し，専門家によ
る検討を重ねた結果，平成 15年 3月に，防災情
報システム整備の基本方針を決定した [12]．す
べての災害対応は情報に基づいて行われること
から，災害時の時間的・空間的空白を埋め，効
果的な防災対策を行うために情報の共有化が不
可欠である．そこで，各防災関係機関の組織を
横断的に防災情報システムで連携させる防災情
報共有プラットフォームの構築が提言されてい
る．内閣府ではこの方針に基づいて，省庁間の
防災情報共有プラットフォームの構築を行って
いる．
一方，中央防災会議の基本方針に従い，災害
対応の中心である地方自治体に焦点を当て，災
害時の情報の共有化を実現させる研究として，
平成 16年 7月より文部科学省科学技術振興調整
費・重要課題解決型研究の研究プロジェクトとし
て「危機管理対応情報共有技術による減災対策
(研究代表：後藤洋三，責任機関：(独)防災科学技
術研究所)」が開始され，減災情報共有プラット
フォームを提唱した．本研究は，このプロジェク
トの一環として行なわれたものである．各機関
でデータ基盤の整備が進むなか，空間データの
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生産者・管理者と利用者を結ぶ手段としてデータ
構造の共通化・整備は欠かせない．その代表例と
して，インターネットの急速な浸透により，各
機関においても XML[31](Extensible Markup
Language：拡張マークアップ言語)によるデー
タ交換のための標準化の取り組みが進んでいる．
この XMLの標準化の鍵を握るのは，XMLス
キーマ (以下，スキーマとする)の策定である．
既にいくつかの組織からは業界標準となりうる
スキーマが提案されている [32, 33, 34, 35]．そ
れらの中には，災害に関する項目はあるものの，
自組織内のシステム間でのデータ交換を目的と
して設計されており，他機関との情報共有を考
慮したスキーマは提案されていない．そこで本
研究では，災害対応実施機関の間で横断的に情
報を共有することを前提としたスキーマの設計
方針と手法を提案し構築した．
本研究では，スキーマの設計対象は，本プロ
ジェクトの実証実験で対象とする水害対応に関
する情報とした．最初に災害情報の共有を目的
とした既存の防災情報システムの機能を調査し
た．次に，防災情報システムで扱われる情報項
目や，参考になりうるデータ構造，実際の災害
対応を経験した自治体の業務 (情報項目)の特
徴からスキーマの設計対象を導出し，水害対応
に関する情報項目を整理し，意味的にグループ
分けを行った．これらを参考に設計の基本方針
を決定し，スキーマの設計手法を提案し構築し
た．新潟県見附市で行った実証実験 [36]では，
想定される災害対応実施機関のシステムとの間
で，提案したスキーマに沿った様々なデータを
やり取りし，災害対策本部や他の災害対応実施
機関との間で有効に情報共有できることを評価
した．
本研究で設計されたスキーマは，「防災関連
XMLスキーマ公開ページ」にて公開している
[37]．
4.2 目的と課題
近年，大規模な災害を経験することが多くな
り，被災時の迅速な救済活動が求められている．
災害対応の場へは，被災地の自治体・都道府県・
国・消防・警察・自衛隊等の機関が参画する．各
機関はその責任を果たすために必要な情報を収
集・管理し，上位機関に報告し，協定先と情報
交換する [38]．浅野らの調査によると，災害情
報伝達手段には，主に電話 (FAXを含む)・防災
無線・メモ等が用いられていると報告されてい
る [39]．これでは，求められる迅速な救済活動
は期待できない．災害対応実施機関では，その
対策として，防災情報システム等のインフラの
整備を行なっている．この動向は，国や自治体
だけにとどまらず，ライフライン企業等の機関
にまで及んでいる．
これまで設計された防災情報システムとデー
タ構造は，自組織内での情報共有を念頭に設計
されており，不特定多数の他機関との情報共有
を考慮した設計にはなっていない [40]．そのた
め，ひとたび災害が発生すると，各組織が有効
な情報を持っているにもかかわらず，情報共有
が行なわれず，災害対応が遅れるという問題が
指摘されている [41]．これら有効な情報が各機
関で共有出来れば，迅速な災害対応が期待でき
る．しかし現実には，共有される情報のデータ
構造の未整備の問題によって，情報共有が出来
る環境にはないのが現状である．そこで本研究
では，災害対応時に必要な情報を共通なデータ
構造に載せて情報共有するためのスキーマの設
計手法を提案し，スキーマを構築した．また，
情報共有のための実証実験により，構築したス
キーマの有効性を評価した．
4.3 関連事例
米国では，災害発生時に対応を指揮する組織
(緊急事態管理オフィス)の制度を持っている．
緊急事態管理オフィスは，緊急事態の状況，リ
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ソース，進行中の対策活動についてのデータを
収集・駆使して，災害への対処を進めている．
これまでの緊急事態管理オフィスは，様々な種
類のソフトウエア・プラットフォームを使用し
てデータを管理しているが，そのシステムのほ
とんどはスタンドアロン・システムであり，他
の機関や政府の間でデータを共有することが容
易ではない．この点は，日本と似た状況である．
そこで 2003年より，オープン・スタンダードの
標準化組織である OASISで，緊急事態管理技
術委員会 (Emergency Management Thechnical
Committee)を組織し，多様な緊急事態情報シ
ステム間の相互運用性を確保するフレームワー
クを提供する XMLベースのオープン・スタン
ダードの設計・開発・リリースを進めている [42]．
この委員会では，OASIS標準として，以下の
3つの標準を公開した．
 CAP (Common Alerting Protocol 共通
警報プロトコル) v1.1 (2005.8)[43] 多く
の異なる警報システム上で，一貫した警
報メッセージの同時配信が可能になり，警
報作業を単純化しながら，より効果的に
警報を伝達することができる．
 EDXL-DE (Emergency Data Exchange
Language (EDXL) Distribution Element
緊急事態データ交換言語 分散要素) v1.0
(2006.5)[44] 緊急事態情報システム間の
データ共有用の標準メッセージ配信フレー
ムワークである．作業，物流手配，計画
及び財務をサポートする広範囲な緊急事
態データ交換標準用の統合フレームワー
クで，EDXL-DEの本体部分でCAPが利
用されている．
 EDXL-RM (Emergency Data Exchange
Language (EDXL) Resource Messaging
緊急事態データ交換言語 資源通信) v1.0
(2008.1)[45]非常事態時に緊急設備，補給
品，人や組織の供給の情報を，他の情報シ
ステム間でデータ共有するためのフォー
マットである．
EDXL等では異なる種類の情報を同じスキー
マを使い共有する設計となっている．一方，本
研究が提案するスキーマは，分類された異なる
種類の情報ごとにスキーマを定義し，スキーマ
自体に意味を持たせている点が特徴である．こ
れら標準は，本研究で提案するスキーマの情報
項目と類似点は多いものの，日本の災害対応の
特徴を考慮すると，以下の点を考慮したスキー
マにする必要がある．
1. CAPの使用目的は警報等の発令日時が明
確な情報を扱うため，一意の [dateTime]
フォーマットで表現する事ができる．しか
し，被災の事象や予定時刻のように日時
が曖昧であるような表現の考慮がなされ
ていない．この表現は，日本では頻繁に
用いられており，考慮すべき課題である．
2. 扱われる情報にはキャンセルが定義され
ている．しかし，日本の災害対応実施機
関では，登録される情報はキャンセルさ
れることはない．たとえ，キャンセルさ
れるべき情報 (間違った情報)であっても，
情報業務上では，正誤関係なく登録 (報
告)された情報として扱われている．
3. CAP の < area > 情報では，警報対象
エリアを示す情報項目が示されているが，
GIS表示に使うポイントとラインの取り
扱いが含まれていない．例えば，日本で
は道路陥没域・地点に対する警報にポイ
ントやラインが用いられる．
4. EDXL-DE/RMは，< contentObject >
で囲まれた (複数)部分が報告情報である
が，中身が何であるかは内容を読まない
と理解できない．これは，コンピュータで
意味的に分別するには難しい構成である．
また，MIME的な扱いで複数の異なる情
報を収容することができる．しかし，日
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表 4.1: 防災情報システムと機能例
自治体 システム名 機能 GIS の有無
兵庫県 フェニックス防災システム 気象観測情報収集，被害予測，被害情報収集， 有
地図情報，映像情報，災害対応支援 等
千葉県 総合防災情報システム 県民との情報共有，被害情報処理，職員参集機能， 有
映像処理，災害対策調整，実況監視処理，気象情報収集
本の災害対応実施機関では，送られてく
る情報は 1事象としてカウントされ，異
なる内容が含まれると対応が複数となり，
(情報)1対 (対応)nの関係となり業務処理
にそぐわない．
例)EDXL-RMの例では，小動物の避難物
資の要請，ヘリコプターによるパトロー
ル，電力復旧と異なる 3つの情報が 1つ
の情報として示されている．
4.4 災害情報共有のための防災
情報システムと機能
スキーマを設計するにあたり，まず，既存の
防災情報システムの機能について調査する必要
がある．
兵庫県南部地震以降，地方自治体では兵庫県
のフェニックス防災システムに代表されるよう
な防災情報システムが構築されている．この理
由の 1つに，南部地震時での初動体制確立時に
おける情報収集の遅れがあると考えられる．構
築されている防災情報システムは，情報収集・
共有のほか，被害推定や意思決定に使われる機
能を有しているものが見受けられる．表 4.1は，
都道府県における防災情報システムの機能の一
例をまとめたものである．
必要とされる防災情報システムの機能は様々
であり，そこで取り扱われる情報項目も多種多
様であることが伺える．しかし，被害情報の収
集や災害対応支援，GIS(地理情報システム)の
地図情報等は，共通な機能として備わっている．
4.5 地方自治体の災害対応活動
における情報共有項目
4.5.1 防災情報システムで扱われる防
災情報項目
地方自治体の防災情報システムで収集される
情報は，地域性と目的を考慮して様々なものが
収集されている [46, 47]．その一例として，千
葉県総合防災情報システムで扱われる防災情報
項目を表 4.2に示す [48]．
このように様々な情報項目が挙げられるが，
全ての情報項目についてスキーマを設計するこ
とは難しい．そこで本研究では，研究プロジェ
クトで実施する実証実験でテーマである水害対
応に関する情報項目について検討し提案する事
とした．
4.5.2 水害対応に関する情報項目
災害の初動対応では，間接的・部分的な調査
で把握した被害情報をもとに全体の状況を推
測し即時的な対応行動をとることが求められる
[49]．それゆえ，初動対応の場合は，推定値の
精度 (確度)より概略的でも迅速な推定情報が
優先される．
水害対応に関する情報項目であっても，その
災害対応実施機関によって取り扱う項目が異な
る．例えば，河川管理を行なっている国土交通
省では，河川情報システムの中で取り扱う情報
のスキーマを定義している [32]．主な特徴は，
観測データや河川の構造に係わる情報を定義し
ていることである．一方，自治体では，人的・
建物等の被害情報や住民の避難情報等，住民対
応の情報項目が目立つ [49]．このような特徴を
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表 4.2: 千葉県総合防災情報システムで扱う防
災情報項目の例
情報種別 情報の入手先 情報項目
気象情報 気象庁 (L-ADESS),
日本気象協会，県水防
テレメータ
注警報最新，注警報発
表履歴，注警報本文，天
気予報，地域時系列予
報，アメダス分布図，ア
メダスグラフ，アメダ
ス一覧表，降水短時間
予測，監視用レーダー
エコー，台風情報
地震情報 気象庁 (L-ADESS),
計測震度計，県水震度
情報ネットワーク
震源情報一覧，震源情
報，震度分布図，震度
情報一覧 (気象庁)，地
震・津波情報一覧，地震・
津波情報電文内容，津
波注警報，震度情報一
覧 (全国)，震度分布図
(全国)，震度情報一覧
(県)，震度分布図 (県)
物資管理情報 支庁，土木事務所，市
町村
倉庫別紹介，倉庫一覧，
物資保有倉庫検索，検
索物資，物資状況一覧，
備蓄物資管理状況一覧，
管理数量入力，管理物
資登録・変更，物資一
覧，倉庫登録，物資登
録，流通在庫備蓄紹介・
登録，市町村一覧，住
所一覧，字一覧
地図情報 支庁，各情報担当部署，
市町村
地図メイン画面 (県域
の地図)，災害地点登録，
災害詳細情報表示，支
援詳細地図，支援詳細
情報
災害情報 支庁，土木事務所，市
町村
災害報告，報告状況，被
害状況分布図，災害地
点図，県集計報，災害
年報
考慮して，以下に述べる資料等から水害対応の
活動に用いるであろう情報項目を抽出した．
本プロジェクトの中で外間らは，災害対応活
動を実体験した幾つかの地方自治体を調査し，
13 の情報に分類した共有データベースを作成
している [28]．本研究では，本資料の情報項目
の他，NMDA 電子申請フレームワーク，道路
用Web記述言語等の既存のスキーマと情報項
目を参考にし，水害対応に必要とされる情報の
中から，災害対策本部等での発令・指示・連絡・
応答・人的被害・都道府県報告・規制・被害・
避難所・ライフライン情報等をスキーマ構築対
象とした．
4.6 災害情報記述言語としての
XML
4.6.1 XML文書を用いる理由
XMLは，W3C(World Wide Web Consortiu-
m)により，1998年に規格が策定されたデータ
記述言語である．XMLで記述されたドキュメ
ントは，任意のテキスト エディタを使って表
示および編集でき，また一般的に理解も容易で
ある．現在では，システム間のデータ交換に広
く使われている．従来は，特定のシステム間で
のみ理解できるデータ形式でデータ交換されて
いた．
一方，XMLはもともと文書の構成要素に「タ
グ」と呼ばれる特定の文字列で地の文に構造を
埋め込み，何らかのプログラムが文書を処理で
きるようにするために生まれた仕様である．そ
のため，OSやアプリケーションの壁を超えて
データを交換することが可能になる．その他，
XMLを使う理由は，データを第三者に渡すと
きにその構造を明示するためである．これまで
のデータ形式 (CSVファイルなど)では，そのよ
うな情報はユーザが準備しなければならなかっ
た．しかし，XMLを使ったデータにすること
で，言語側で構造の定義方法を用意し，第三者
にその構造を明示することが可能になる．XML
形式は，一般にデータ量が多くなる問題が指摘
されるが，属性を可読性の高いかたちで追加で
き，意味情報を与える事ができる利点がある．
例えば，1つの情報に対して意味が数種類ある
場合には，従来はドキュメント等に記す必要が
あるが，XMLを使うことによりデータの意味
を理解する事が可能となる．
4.6.2 災害情報のためのXMLスキー
マの設計方針
災害現場でやりとりされる情報や業務を事象
毎にスキーマとして設計すると，見る角度 (利
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用目的)によって意味が一意にならないという
問題がある．図 4.1の例では，橋が壊れたとい
う事象に対して，観察する 2つの機関はどの様
に災害情報として捉えるかを示したものである．
例えば，道路管理者は橋を道路と捉え，自治体
関係者は橋 (避難路) として捉える．また，そ
れに付随した報告情報も異なる事になる．この
ように情報を伝える機関の見る角度によって伝
える情報が異なるため，事象 (災害情報) をス
キーマという形でデータ構造を決定する事は難
しいと考える．では，事象以外で何をキーに橋
に関する様々な情報をまとめればよいのであろ
うか．この問題に対し，本研究では位置情報に
よってまとめることにより解決した．
一般的なスキーマの設計では，特定のシステ
ム上でやりとりされる業務フローを洗い出し，
個々の業務についてスキーマを決定する事がほ
とんどである．しかし，本研究が扱うような異
なる機関／目的のシステムとの情報共有を想定
すると，膨大な数の業務に対してスキーマが作
成されるため，情報項目の重複や情報を意味的
に統一させる事は困難である．さらに，仕様が
異なるために各防災情報システムでデータを自
動的に処理したり，受け取った者がすぐに理解
することは難しい [50]．したがって，スキーマ
を作成するには一定の方針に従う必要があると
考える．
以下にスキーマの設計方針を示す．
1. 情報共有されるデータを調べた結果，ほ
とんどのデータで共通性のある情報項目
と，事象毎に異なる情報項目があること
がわかった．そこで，共通するメタデータ
をまとめたものを基本スキーマ，各デー
タ特有の要素を事象ごとにまとめたたも
のを応用スキーマとして分類 (図 4.2)し，
両者を組み合わせて 1つの情報とする．
2. 基本スキーマは，E-mailでのヘッダに該
当するような，誰が誰に何時どのような
内容のものを送ったかがわかる情報項目
をまとめたものである．更に，備考や添
付資料等のように各データ上で共通的に
利用が出来るものも基本スキーマとして
採用する．
3. 応用スキーマは，個別の事象を表わす情
報をまとめたもので，被害情報や避難所
情報などをまとめたものとする．
4. 位置情報 (物や情報の発信元)は異なる機
関間であっても普遍である．したがって，
同じ位置から発信される被害現場等の情
報は，位置情報をキーに一つにまとめる
ことが可能となるし，それが建物であって
も空間 (領域)であっても同じである．そ
こで本研究で設計されるスキーマは，必ず
位置情報をもつオブジェクトとする．(一
部のスキーマを除く)．
5. 災害情報で特徴的な未定・不明である事
象をどう表わすかを考慮する．
6. 情報の確度は人や組織によって判断が異
なるので，値による提示は行わない．
7. フォーマット化した情報のみがやり取り
されるわけではない．自由記述的な情報
の入力も許容する．
8. 災害対応時には，必要事項のみ報告した
り，通報者から情報を十分に聞き出せな
かったりする場合が多い．そこで，未入
力項目を許容したスキーマとする．
9. 省略可能性や繰り返し回数など，記述情
報の項目毎に決められる．
4.6.3 メタデータからの基本スキーマ
の設計
メタデータとは，データを効果的に識別・記
述・検索するために，その特徴を記述したデー
タであり，データの作成者，作成期日や内容等
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図 4.1: 見る角度によって意味が一意にならない例
図 4.2: 基本スキーマと応用スキーマの利用例
の項目である．メタデータから基本スキーマを
設計する際には，情報資源を組織化・管理する
という提供者側・管理者側の視点と，情報資源
を探し，利用するという利用者側の視点を考慮
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する必要がある．そこで，設計するにあたり，
情報の提供者・管理者・利用者の立場である，
見附市職員の以下の意見を参考に要件とした．
 情報の作成者/管理者/責任元がわかるこ
と
 何時の情報かがわかること
 何処・誰に/から送られたものか
 情報 (概要)は何か
 確認先・連絡先はどこか
 情報の取り扱いに関する情報はあるか
次に，上記の要件の把握に必要なメタデータ
を，5.2で調査した水害対応に関する情報項目
から抽出し，分類したものを表 4.3に示す．
基本スキーマは，表 4.3のメタデータを元に
分類し，それらの一部から「備考注釈」，「添付
データや画像等」，「人や組織」，「時間時刻」，「単
位」，「場所」を表現したスキーマを作成した．
これらスキーマと残るメタデータとを併せ，送
るデータの発信元やデータの内容を記述した主
体となる「メッセージスキーマ」を設計した．
設計された各基本スキーマの概要と情報項目を
表 4.4に示す．各基本スキーマの詳細を以下に
述べる．
メッセージスキーマ
メッセージスキーマは，送るデータの発信元
やデータ内容を記述し，その他の基本スキーマ
を統合する主体となるスキーマとして用いる．
あらゆる情報には，情報の作成者・管理者・責
任元などが存在する．災害時には，あらゆる情
報で溢れ，その結果，その情報が正しいのか否
か？といった情報の確度がわからないことが問
題となっている．また，いつ・誰に宛てられた
情報なのか，重複した情報なのか，何処に確認・
連絡すればよいのかなど，メタデータとして必
要とされる情報項目を選定する必要がある．さ
らに，共有されるデータは，あるものは自組織
外で閲覧することが可能であり，あるものは自
組織内でのみ閲覧が可能であるものもある．こ
のようなデータを操作するためには，データの
発信元を全てのデータに付加し，取り扱いを許
可する組織を記述する必要がある．
本スキーマは他の特徴ある基本スキーマ (時
間時刻・備考注釈・添付データ・発信者氏名組
織)を取り込む事により，先に述べた必要要件
を満たす事ができる設計とした．メッセージス
キーマを設計するにあたり，検討した事項と，
どのように解決したかを以下に示す．また，設
計したメッセージスキーマを図 4.3に示す．
検討した事項:
 情報の確度を表現できる
［解決手法］
情報の確度は，その情報を発信した人・組
織を示す事により信頼性を高める事が可
能である．
例えば，公的機関が発信した情報であれ
ば信頼性が高いといえるし，住民からの
情報であれば，職員による再確認が必要
であり，信頼性が低いといえる．そこで，
発信者・組織の情報項目 (必須)を加える．
 情報の取り扱いに対する許可を示す
［解決手法］
取り扱いを許可する組織名 (ID等)を記述
する事により，受け手側で情報の取り扱
いを管理できるようにした．但し，情報
共有する組織名等をどの様な記述 (IDや
文字)にすべきかは議論が必要であり，本
提案スキーマでは定義しない．また，受け
手側での取り扱い管理では，不正利用な
ど制限が十分でない事が課題となる．し
かし，情報共有の機関間では，公式な協
定が結ばれることが前提条件と考えられ，
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図 4.3: メッセージスキーマ
パスワード等は考慮しなかった．
 報告情報を整理・関連付けできる
［解決手法］
報告番号として書類番号を記述できるよ
う項目を用意した．これにより，各機関
からよせられる報告情報に，一意な番号
を割当て，後に，コンピュータを使った
整理等で有効なキーワードとすることが
可能となる．
備考注釈・添付データスキーマ
災害現場で用いられるあらゆる報告や指示に
は，自由記述 (備考) 的な情報が付加されてお
り，この記述を行なえる情報項目を用意する．
本スキーマは，基本スキーマ・応用スキーマを
問わず全てのスキーマに付加される可能性があ
るものである．
検討した事項:
 自由記述や災害現場を詳細に伝えるため
に用いる資料や写真に対応する
［解決手法］
Base64データに変換した写真のほか，電
子書類等を添付できる構造とした．
発信者氏名組織スキーマ
誰が誰へ送った情報であるかを明確にするた
め，氏名・組織の他に連絡先住所や電話番号・
メールアドレス等の情報項目を用意する．
検討した事項:
 取り扱う情報は，組織からの情報発信が
主であるため，組織の構造もわかるよう
にする
［解決手法］
上位/下位の組織名，組織長，メンバーを
用意した．
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 時限組織 (災害対策本部等)の発足を考慮
する
［解決手法］
組織設立・解散日時の項目を用意した．
 個人情報の取り扱いを考慮する
［解決手法］
一般に人というスキーマを想定すると，組
織人の他に個人 (家族等に関する情報項目
が必要)も考えられるが，自治体では個人
情報の取り扱いが厳しく，情報共有項目
として不適切と判断し，項目から外した．
時間時刻スキーマ
災害時にやり取りされる時間時刻情報を整理
すると，以下のような情報項目が頻繁に使われ
ている．
例: 発生年月日・設置日時・発表時刻・
観測日時・覚知時刻，等々
これら日時を示す情報項目は，伝える人やタ
イミングによって正確な時刻や，曖昧な時刻，
報告時刻を省略したりと，確度や意味が異なる
情報となる．これらを XML既存の時間データ
型のひとつに統一してしまうと，意味情報を失
う事になる．例えば，家屋が倒壊した情報を報
告する場合，○○時に倒壊確認となるが，確認
時刻は正確に報告できるものの，倒壊した時刻
は曖昧であり，○○時頃のような意味の情報と
なるはずである．これら情報を 1つのスキーマ
で表現すると，一意の情報となってしまい情報
が欠落してしまう事になる．この問題を考慮し，
複数の意味の時間時刻を考慮した．
検討した事項:
 確定された時刻を表現する
［解決手法］
確定時刻を用意し，その日時が明確であ
る場合に使われることを想定した．
 部分的な時刻を表現する
［解決手法］
年月日時分秒を表わせる時間型に対して，
例えば，一部の"年月"のみ入力する情報
等に使われることを想定する項目を用意
した．災害対応の初動時では，正確な時
間よりも報告が優先され，一部の時間情
報を省略することが多い．
 曖昧な時刻を表現する
［解決手法］
その日時がそもそも曖昧である曖昧時刻
を用意した．例えば，"午後 5時頃に作業
を終了する予定"等の日時を明確に示す事
ができない情報等に使われる．被災時の
作業予定などに用いる事を想定した．
 不確定な時刻を表現す
［解決手法］
不確定時刻を用意した．明らかに特定す
る事ができない日時ではあるが，"おそら
くこれくらいの時刻に壊れた"等の情報に
使われることを想定する．被災時は，後
に報告される被害情報があり，これら報
告に用いられる事を想定する．
 時間範囲を表現する
［解決手法］
避難所の設置時間等を表わす事を想定し
た項目を用意した．
場所スキーマ
応用スキーマ (一部の応用スキーマを除く)で
使われることを想定したスキーマである．今回
設計したスキーマでやり取りされる情報には，
何らかの場所情報が付帯する．これにより，図
4.1で述べた見る角度により意味が一意になら
ない問題を，普遍な位置情報で統一的に管理で
きる事が期待される．図 4.4に，場所スキーマ
(道路被害データ)の利用例を示す．
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検討した事項:
 場所の情報は世界標準の測地系の他，国
内標準の座標系の表現を可能とする
［解決手法］
世界測地系のWGS-84と国内で多用され
てきた平面直角座標系を採用した．
 多様性を考慮し，特定の表現のみではな
く複数の表現を可能とする
［解決手法］
住所を表わす文字列による場所記述と，郵
便番号や固定電話番号による場所の特定
も許容する．さらに，特定のランドマー
クの指定も許容する．
4.6.4 応用スキーマの設計
応用スキーマは，個別の指示・報告等を表現す
る項目をまとめたものである．本研究で構築し
た応用スキーマの分類は"指示連絡情報/応答/
発令，第 4号様式，避難所情報，各種被害報告"
である．設計された応用スキーマのクラス名と
クラス間の構造，クラスの情報項目は関連図 4.6
～4.9を参照のこと．
検討した事項:
1. 本スキーマで取り扱われる情報は，特定
の業務で扱う情報項目集であったり，自
由記述的な情報であるため，情報をやり
取りする機関間で定義してもかまわない．
2. 応用スキーマと基本スキーマをセットと
して用いる．
3. 同一地点の事象が時間と共に変化する一
連の情報に対して，一連性がわかる情報
項目を導入する．
各スキーマには地物 IDという項目を用意
し，「発信元情報{情報 ID{変更／修正」と
いう形式など一連性がわかる情報を添付
し，情報を選別する事を可能とする．ま
た，この地物 IDは，現場確認の指示，そ
れに対する報告，さらに作業指示と，業
務の一連性を示す項目として利用するこ
とが可能である．例えば，避難勧告の情
報があったとする (図 4.5)．同一地点 (領
域)に対して，まず避難勧告情報が 13時
に，15時に避難指示に変更，17時に避難
指示の解除の情報があったとする．情報
としては別であっても，取り扱う情報シ
ステムでは情報が重なってしまい情報が
埋もれてしまう事がある．
図 4.5: 一連の情報変更の例
4.6.5 指示連絡情報/応答/発令
地方自治体の災害対策本部を中心とした関係
部署との間でやり取りされる (被害・対応)報告，
指示連絡，応答，(避難勧告・警戒態勢)発令等
の業務で用いられるであろう情報に注目し，ス
キーマを設計した．設計されたスキーマを構成
するクラス (概念)とそれらの間に存在する関
連の構造を図 4.6に示す．クラス名が網掛けに
なっているものは基本スキーマとして設計され
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ているものである．その他のクラスは，応用ス
キーマである．
特徴:
 災害対応の指示や関係部署への連絡情報
を扱う．
 避難勧告等の情報を扱う．
 警戒準備や災害対策本部設置等の情報を
扱う．
 災害対策本部等からの指示に対する応答
を扱う．
4.6.6 第 4号様式
第 4号様式は，地方自治体が上位機関への報
告に用いられている被害状況速報の様式の事で
ある．報告内容は，人的被害，住家被害，その
他の被害状況を件数や人数で記入されている．
これまで 4号様式は一定時間間隔で市町村から
都道府県に FAXや専用システムによって報告
されてきた．今回，第 4号様式のスキーマを策
定した理由は，被災時の多忙な職員が，本報告
に多くの時間を割いているため，情報を収集し
た市町村の情報システム等が自動的に第 4号様
式の項目を集計し報告することで作業量を軽減
させるためである．また，市町村から受け取っ
た第 4号様式のデータが共通のスキーマである
ならば，都道府県から国に報告するデータを自
動生成したり，独自に集計データを編集できる
などの利点がある (図 4.6)．
特徴:
 本スキーマは，第 4号様式の被害状況速
報の様式・項目に準拠した形で設計した．
4.6.7 避難所情報
避難所名や開設予定日時，開設状況，収容可
能人数等が書かれ，外部に公開することにより
避難者への対応を迅速に行える事が期待される
(避難所運営状況)．また，食糧・人的・物資支援
の要請を加える事で，避難所毎へ適切な対応を
行なえることを期待する (避難所要求)．図 4.7
参照．
4.6.8 各種被害報告
水害に関連するであろう被害を選定し，事象
ごとに被害情報を伝えるスキーマを設計する．
設計したのは，人的被害，河川被害，土砂災害
(図 4.7)，建物被害，ライフライン被害，その他
被害 (図 4.8)，道路被害，道路規制，道路混雑，
道路区間，道路スキーマ (図 4.9)である．
特徴:
 各種被害情報には重要度を考慮する行政
機関の被害報告で優先されるのは人的被
害の有無であるという行政職員の意見 (住
民中心)を取り入れ，各被害には重要度と
して"人的被害あり＞住民への影響あり＞
被害"というレベルを導入する．
 確認・未確認情報の導入住民等から行政に
よせられる被害報告は，職員による再確
認の後に正しい情報として扱われる．し
かし，被災時の混乱している状況下では，
再確認をする事は難しい．また，被災者
がいるような報告では，未確認であって
も至急対応が必要となる．したがって，こ
のような情報であっても有効に活用する
ためには，確認・未確認情報である事を
明示する必要がある．
 道路の被害・規制・区間・混雑情報を表
現道路情報には，一般的な道路の情報の
他に，道路被害情報や道路規制情報，道
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路混雑情報，道路区間情報が考えられる．
そこで，それら情報を個別に表現する事
が可能なスキーマを設計した．
 道路区間を表現道路ネットワークデータ
(リンクとノードで表現)を用いて，交通
シミュレーション等でも扱えるように考
慮した (図 4.4参照)．
 場所の特定が難しい被害の情報を扱う例
えば，河川の被害箇所を示す場合，河川
には住所等の計画な位置を示すものがな
い．そこで，目標物を用いる事により，相
対的な位置を示す事を可能とした．
メタデータの分類 メタデータとして必要
な項目
時間時刻 確認時刻，発信時刻，変
更時刻，確定時刻，連
絡時刻，期間 (時間)，
設立日時，解散日時
業務 報告番号，情報取り扱
い可否
宛先 送り先 (名，住所，ア
ドレス，等)
補足 地物説明，追加情報，備
考，添付資料，資料名，
単位，文字セット，参
照先 (URI)
人 氏名，性別
組織 所属組織，組織長，組
織メンバー，上位組織，
下位組織
連絡先 E-mail，携帯電話，固
定電話，FAX
所在地 住所，位置情報，目標
物 (ランドマーク)，郵
便番号
表 4.3: メタデータとして取り扱う項目
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表 4.4: 基本スキーマの概要と情報項目
35
図 4.4: 場所スキーマのデータ例
36
図 4.6: スキーマの関連図 (指示連絡情報，応答，避難勧告発令，警戒態勢発令，第 4号様式)
図 4.7: スキーマの関連図 (避難所要求，避難所運営状況，土砂災害，河川被害，人的被害)
37
図 4.8: スキーマの関連図 (建物被害，ライフライン被害，その他被害)
図 4.9: スキーマの関連図 (道路，道路被害，道路規制，道路混雑，道路区間)
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表 4.5: 実証実験の内容と協力機関・評価者
No 実験の内容 実験参加協力機関 評価 (検証) 者
1 水防情報収集と体制配備 NTT-AT 見附市
2 被害情報収集と災害対応 見附市，新潟県，消防庁，内閣府 見附市，新潟県，消防庁，内閣府
3 避難所運営 見附市 見附市
4 避難支援 (シミュレーション) 見附市 見附市
5 報道機関への情報提供 見附市 見附市，新潟県，報道関係者
6 被害・対応状況の共有 (見附市) 見附市 消防庁，新潟県，見附市，東北電力，
NTT 東日本，長岡国道工事事務所，見附警察署
7 被害・対応状況の共有 (外部機関) 消防庁，新潟県，内閣府，見附市，東北電力， 消防庁，新潟県，内閣府，見附市， 東北電力，
NTT 東日本，見附警察署，本田技研工業 NTT 東日本，見附警察署，長岡国道工事事務所
見附市：総務部，建設部，ガス上下水道部，産業部，民生部ならびに消防本部
図 4.10: 見附市実証実験概略図
た実データがやり取りされた．各機関の情報シ
ステムより，被害情報や通報情報の XMLデー
タが新潟県情報共有 DBや見附市情報共有 DB
を経由して，災害対策本部等の情報システムに
読み込まれる．同様に，見附市の情報システム
で入力された被害報告等の XMLデータは，見
附市・新潟県情報共有DBを経由して，参加機
関の情報システムへ送付される．図 11は，実証
実験で使われた指示連絡情報の XMLデータ例
である．この例は，災害対策本部から，被災現
場に出動している市職員の PDA(東京大学)に
対して送られた指示情報である．被災現場の職
員は，これまで防災無線や携帯にて指示を受け
て行動していたが，本データにあるように，指
示情報のほか被災現場のポリゴン情報も受ける
ことが可能であり，より詳細な情報を共有する
ことが可能である．また，被災現場には，他地
域からの応援者も数多く参加している．地元に
不案内な応援者へも的確に地域を指定する事が
可能である．
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表 4.6: 実証実験の参画機関の役割
防災科学技術研究所 見附市利用の災害対応管理システム運用 (有)
見附市 災害対策本部 (総務部), 建設部, 消防本部, 民生部による, 災害対応業務を災害対応管理システムにて行なう (有)
消防庁 消防庁情報共有システムにて情報収集活動 (有)
東京大学 PDA, 携帯電話を用いた被害情報収集システムにより, 災害対策本部との間で情報共有する (有)
工学院大学 WebGIS を用いた市民・報道機関への情報共有データの提供 (有)
産業技術総合研究所 情報共有データを用いた交通シミュレーション (有)
安全・安心マイプラン 情報共有データを用いた避難シミュレーション (有)
内閣府 府省庁間防災情報共有プラットフォームとの情報共有 (消防庁 ) 内閣府)(無)
NTT-AT 災害ナビゲーションシステム (無)
東北電力 停電情報の共有 (有)
NTT 東日本 電話の不通エリア情報の共有 (有)
新潟県 第 4 号様式による被害状況報告の収集 (有)
その他機関 実証実験の検証や基盤データの作成等
表 4.7: 実験シナリオの一部と使用スキーマ例
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4.8 評価と課題
提案スキーマへの評価は，アンケートにより
(1)実際にスキーマを情報システムで取り扱っ
た担当者による評価と，(2)スキーマに用意され
た情報項目で，目的とする災害対応業務が行な
えたか否かに対して，見附市職員や参画機関に
よる評価により行なった．具体例を以下に示す．
(1)情報システムに対するスキーマの評価 (アン
ケート実施：9機関 12名回答) これらに対する
意見は，下記に述べる．
【主なアンケート質問内容】
今回提供したスキーマは使いやすかったか
(回答：Yes 5名，No 7名)
どのスキーマのどの点が使いにくかったか
情報項目が足りないスキーマがあれば指摘
GMLのジオメトリの表現に対する意見
情報を一意に定める地物 IDの項目に対する意見
(2)災害対応業務に対するスキーマの評価実証
実験では以下の 7項目 (詳細検証項目 27項目)
について検証し，スキーマに対しては"必要な情
報が迅速に共有されるか．どのような判断や対
応が可能になるか"等の視点に立ってアンケー
トによる評価を行った．表 4.8は，XMLに関
係した"被害・対応状況の共有"に関する項目を
紹介する．
検証項目に対するアンケートの回答 (約 10名)
は，肯定・否定に関して 4段階の評価により行っ
た．その結果，全ての評価が肯定側の 2段を占
めており，高い評価を頂いた (参考文献 [38]を
参照)．
本研究で提案したスキーマは，実験レベルで
検証項目 詳細検証項目
6. 被害・
対応状況の
共有 (見附
市)
外部機関から提供される情
報共有の有効性：ライフラ
インの被害情報 (停電・通信
途絶)
外部機関から提供される情
報共有の有効性：道路被害・
通行規制情報
被害・対応状況の共有化に
よる判断の高度化
被害・対応状況の共有化に
よる体制の高度化
災害対応の記録
7. 被害・
対応状況の
共有 (外部
機関)
外部機関 (県・国)が必要と
している市の被害・対応状
況の情報
外部機関 (電力)が必要とし
ている市の被害・対応状況
の情報
外部機関 (通信)が必要とし
ている市の被害・対応状況
の情報
外部機関 (警察)が必要とし
ている市の被害・対応状況
の情報
外部機関 (道路管理者)が必
要としている市の被害・対
応状況の情報
外部機関の被害・対応状況
の共有の有効性：ライフラ
インの被害情報 (停電・通信
途絶)
外部機関の被害・対応状況
の共有の有効性：道路被害・
通行規制情報
被害・対応状況の共有化に
よる判断の高度化
被害・対応状況の共有化に
よる体制の高度化
表 4.8: 被害・対応状況の共有に関する検証項目
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の要件は満たしているものの，実用化を考えた
場合には完成度や項目ごとの分類などまだ改良
の余地がある．(1)のアンケートで指摘された
意見も含め，改良すべき課題と解決手法の提案
を以下に示す．
A) 基本・応用スキーマの項目整理
[課題]
各スキーマには，必須項目と選択項目をあわせ
ると数十を超える項目が用意されている．これ
は必要な項目を漏れなく登録できるようにする
ことを目的としているが，項目数が多く全体が
把握しにくいことが指摘された．この課題は，
情報の全貌が把握しにくいことや，情報システ
ムの処理が複雑になる課題も含んでいる．
[提案]
基本スキーマの項目を必須と選択項目に分類し，
項目数を減らした設計とする．
B)複数のデータにまたがる情報の取り扱い
[課題]
取り扱う情報の中には複数の対象 (データ)にま
たがって表現されるものがある．例えば，道路
規制区間のように，ある道路区間を示すリンク
IDを複数セットにして長い規制区間を表わし
たりする場合がある．この場合には，1区間を
1つのデータとして処理するか，全区間を統合
したデータとするかで送受信側の情報システム
の処理が複雑になってしまう．この課題は，同
様な表現の避難領域 (複数の行政界をまたぐ)等
でも同様の問題を含む．
[提案]
道路区間情報等は，リンク IDとノード IDを
セットで表現される．数キロに及ぶ道路の表現
や，広範囲の道路を指定した時には，それら ID
のセットは複数必要になる．これらを 1セット
毎にデータを作成すると，システムは複数回に
及ぶデータの取得や処理が必要となり，ネット
ワークの輻輳とシステムの負荷が予想される．
したがって，提案スキーマのように，意味をな
す 1つのデータとして各 IDをまとめ，1つの
データにすべきと考える．
C) 行政界の領域を表わすポリゴン表現の扱い
[課題]
行政界の表現には，行政界のポリゴンを座標で
全て入力するか，行政界のコード番号 (ID)だ
けで表現するかで情報システム (GIS機能)の
処理の負荷が違ってくる．
[提案]
実証実験ではポリゴンを使うことで対応し，特
に問題は指摘されなかった．しかし，一意な ID
があるのであれば，IDを用いてデータ量を削
減する事が出来る利点がある．
D)データの更新履歴・リンク関係の取り扱い
[課題]
取り扱う情報の中には，既に報告された情報の
続報や，関連のある情報であったりする場合が
ある．このような情報を扱うには，スキーマ中
に続報や関連を示す項目が必要となる．
[提案]
実証実験では，発信者番号＋管理番号＋更新 (関
連)番号等の IDを報告番号や地物 IDに記入す
る事によりこの課題に対応した．本手法を用い
た場合，実証実験では機能したが，行政を越え
る統一的な表記法についてはコンソーシアム等
での調整が必要である．
E) 行政界・町丁目・字界などへの ID割当て
[課題]
C)で述べたように，行政界等の表現は，ポリ
ゴンでの表現よりも，あらかじめ定めた IDを
利用するほうがデータの処理を考えると有効で
ある．しかし，公的機関では，全ての町丁目・
字界の IDは策定しておらず，利用することが
出来ない．現在，複数の民間企業等からは，町
丁目・字界の IDは提案されているが，これを
用いた場合には情報共有する機関間で同じ製品
を利用する必要があり課題となる．
[提案]
行政機関で一意な IDを提案することが重要で
あり，早期の策定を期待する．IDに関しては，
例えば組織であったり物資であったりと，一意
な IDが割当てられる事により情報システムの
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処理が軽減できるものもある．
F) 行政界の区分に地域性がある
[課題]
地方自治体では，町丁目・字界の他にさらなる
区分けが存在している．これは街の成り立ちに
起因すると考える．この場合，E)に示した ID
の割り振りでは整合性がとれなくなる．
[提案]
このような地域性のある区分けでは，ポリゴン
での表現を併用することで他機関と整合性が取
れるデータとなる．
4.9 まとめ
本研究では，災害対応時に必要な情報を，共
通なデータ構造に載せて情報共有するためのス
キーマの設計方針・手法を提案し，スキーマを
構築した．また，情報共有のための実証実験に
より，構築したスキーマの有効性を評価した．
スキーマの設計準備は，まず，自治体で構築
されている防災情報システムの機能と情報項目
を調査する必要がある．更に，対象とする災害
を決定し，(本研究では水害対応)主要な機能と
情報項目を抽出した．また，自治体の災害対応
に用いた情報項目と業務を参考にし，集めた情
報項目を意味的にグループ分けした．分類され
た情報項目と，4.6.2で示した設計方針に従い，
基本スキーマと応用スキーマを設計した．
本研究で設計したスキーマは，災害対応に利
用可能なスキーマの雛形としての性格を持って
いる．設計されたスキーマは，見附市の実証実
験にて市職員の参加のもと，必要な情報を本ス
キーマにて共有することが出来たことで評価さ
れた．各機関で必要とする情報項目はそれぞれ
異なるため，本研究で設計したスキーマは実証
実験では十分との評価であるが，情報項目数も
含め，実用に耐えうる設計であるかは定かでは
ない．しかし，今後，様々な利用シーンを想定
し，かつ，様々な災害対応実施機関やシステム
との情報共有を可能とするため，本研究で構築
したスキーマを修正し，さらに提案した設計方
針に基づきスキーマを追加・設計する事を繰り返
し，災害対応に利用可能で汎用的なスキーマと
することが期待できる．また，既にいくつかの
組織からは業界標準となるスキーマが提案され
ている．これらスキーマを本スキーマに取り込
む事により，現実的な情報の共有が可能となる．
一方，災害対応実施機関が提供する情報の中
には，研究・観測機関が提供する災害情報もあ
る．これら情報の中には難解であるだけでなく，
どの様に災害対応実施機関や行政機関等の災害
時の行動判断に結び付けてよいかわからないも
のもあり，こうした情報の活用方策については
今後の課題である．
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第5章 移動体のための動的座標変換
移動ロボット等のセンサを持つ移動体群による空間地図作成，空間情報共有のためのプロトコル，
およびそのプロトコルを扱うサーバシステムを提案する．提案するシステムでは，レーザーレンジ
ファインダ等の移動ロボット上のセンサで得られる計測されたデータをそのまま保存するととも
に，外部から各データ間の座標系定義を与えることで，空間地図作成，ロボット位置同定が可能に
なる．
5.1 はじめに
震災等の災害やテロ等の人命救助に関わる
現場において，災害状況を的確にかつ可能な
限り早急に把握することは救助の視点からも
非常に重要な課題である．しかしながら，レス
キュー隊員が危険な地域への立ち入りを行うこ
とは二次災害を発生させる危険がある．その
ため，危険な地域や瓦礫のすき間などの人間の
侵入できない狭い場所の調査には，ロボットを
用いての安全な場所からの遠隔操作による探
査が期待されている．通常，ロボットの正確な
位置，向きを取得することは技術的に困難であ
り，ロボットの自己位置推定と地図作成を同時
に行う SLAM(Simultaneous Localization and
Mapping) と呼ばれる手法など，レーザーレン
ジファインダ等のセンサやオドメトリ情報など
をもとにして自己位置推定，地図作成を行う研
究が行われているが，ロボット位置に誤差が含
まれることは避けられない．そのため，必ずし
も正確でない情報を探査ロボットが報告するこ
とになる．情報を集約して正しいと思われる形
で共有するためには，データ登録後での位置の
誤差補正が可能なことが望ましい．また，災害
に関わる情報には，さまざまなものが存在する
ため，これらを表現し有効に共有できるシステ
ムが求められており [12, 13]，災害における標
準的な情報構造を規格化していくことが重要で
ある [21]．
そこで我々は，災害時探査ロボットを含め災
害時の情報共有に適したデータベースシステム
DaRuMa (DAtabase for Rescue Utility Man-
agement)を開発した．本稿では，本データベー
スシステムについて述べ，移動ロボットための
座標系モデルを提案する．また，それらの有効
性を検証した実証実験についても述べる．
5.2 情報共有データベースシス
テムの要件
災害時に有効な情報共有を行うためには，情
報共有データベースシステムは以下のような要
件を満たす必要があると考える．
 データの表現力
システムで扱われる情報構造は，当然で
あるが災害時に必要なさまざまな情報を
表現できる必要がある．具体的には以下
のものが挙げられる．
{ 文字列，数値等の一般的なデータ
地名，人名，物資の量など文字列や
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数値は一般的によく使われる．当然
ながらこれらは扱える必要があり，
それに加えて検索で被害の大きいも
のだけをピックアップする，などの
ように数値の大小や文字列の比較で
検索できる必要がある．
{ 地理データ
発見した生存者やマップの表現など，
移動ロボットでは位置は重要な情報
となる．よって，位置や範囲等の地
理的なデータを保存するとともに，
十分な速度で地理的な検索を行なえ
る必要がある．
{ 時刻データ
災害時の状況は，時々刻々と変化す
るため，ある情報がいつの情報であ
るかは非常に重要である．また一つ
の情報の中にも複数の時刻を持つも
のも存在する．例えば，1件の崖崩れ
被害報告の中に通報時刻，確認時刻，
報告時刻のように複数の時刻データ
が存在することがありうる．
{ 画像等のデータ
写真，動画等の情報は，被害の実状
を把握する上で非常に有効な情報で
あり，これらテキストデータ以外の
情報も扱えることが重要である．
{ 構造化されたデータ
実際に災害時に扱われる情報は，被
害の場所，通報時刻，その被害の写
真データや報告者情報，註釈等のよ
うに組み合わせて扱うことがほとん
どである．またこの場合の通報者情
報は，人名や連絡先等，複数の項目
から構成されることがありうる．情
報を単に列挙してまとめるだけでな
く，階層的に情報を組合せて表現で
きることが望ましい．
よって，SQLのようなフラット化さ
れた単なる表ではなく，入れ子構造
ような階層化され，整理されたデー
タを扱えることが重要である．
 データ構造の部品化，再利用
災害時に共有されることで有効な情報は
多数あるが，それぞれの情報の構造を別々
に一から定義すると，同一の事象を表現
するための定義が複数できてしまい収拾
がつかなくなる．特によく使われるもの
については部品化して定義し，統一的な
表現が行なえるようすべきである．すで
に定義されている形式を用い新しい形式
を作成できること，現状存在するデータ
構造を共通化，再利用できることが重要
である．
 検索機能
災害情報を共有して必要な情報を詳細な
レベルまで収集し，必要なときに必要な
ものが入っている状態にすることは重要
であるが，災害対応時にはこれら全てを
見るだけの十分な時間はない．重要な情
報をすばやく見付けられることが重要で
あり，地域，人や場所，物などさまざま
な検索条件において検索できることが必
要である．検索条件に関しては，災害に
おいてはさまざまな状況が考えられるの
で，単に事前に検索条件を準備するだけ
でなく，汎用的で柔軟な検索条件を指定
できることが重要である．
5.3 減災情報共有プロトコル
前節で述べた要件を元に減災情報共有プロト
コル MISP (Mitigation Information Sharing
Protocol) [15, 52, 26, 25]を設計した．設計に
あたり可能な限り現存の，ISO 等ですでに標準
化され広く使われている規格を採用し，現存の
システムや今後作成されるシステムとの親和性
を高めることを目指した．標準の採用は同時に
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既存のツール等をそのまま利用出来るという利
点があり，災害以外の目的のためのシステムと
の連携や応用が期待できる．また，レスキュー
ロボットやセンサーシステムのような，大きな
計算能力の期待できないシステムでも扱えるよ
うシンプルさを保つよう努め，プロトコルを設
計した．
設計したMISPは，WFS (Web Feature Service)[53]
をベースとした XML ベースのプロトコルであ
り，WFSと関連するGML(Geography Markup
Language)[54]，XML Schema 等の各種標準を
用い，その上で災害情報を共有するにあたり，不
足する思われる部分を追加する形で規定した．
XML系の各種標準をベースとしたことで，構
造化した情報を自然な形で扱え，またその定義
は XML のデータ構造記述言語の一つである
XML Schema を用いて記述するようにしたた
め，情報構造自体を XML データとして共有す
ることができる．地理表現，時刻表現には GML
を，検索等には柔軟な検索形式が定められてい
るWFS を用いた．基本的にはこれらの規格を
それらをそのまま採用し，必要と思われるとこ
ろを拡張した．
図 5.1に MISP の基本機能を示す．これに加
え次節の座標系変換を追加した．MISP で取り
扱う機能は，一般的なデータベース管理システ
ムと，基本的には同じである．データの入力，
検索，修正，削除が主な機能となる．MISP が
WFS と大きく異なる点は，保存するデータの
型を実行時に XML Schema によって定義，登
録し，構造を共有化することができる点である．
このため，運用時にシステムを停止させずに更
新が可能であり，システム統合作業時等に，共
有するデータ構造 (スキーマ)を追加・修正して
リアルタイムにテスト・修正することが可能で
ある．スキーマを固定せず，動的に変更可能と
したことにより，今後，防災，減災研究による，
より良い情報共有スキーマが提案された場合に
も，プロトコルやデータベースシステム実装を
変更することなく対応することができる．
図 5.1: MISP の機能
5.4 座標系変換登録
ロボットのセンサ情報はそのセンサの位置を
ベースにしてデータを提供するもの，すなわち
センサ相対のデータを提供するものが多い．例
えば，レーダーレンジファインダではセンサか
らの対象物体までの相対距離を計ることが可能
であり，停止した状態でセンサを回転して全方
位を計測することで，周囲の 3次元構造の情報
を取得することができる．ただし，ロボット位
置の不確定性から，対象物体の実体と観測との
間にずれが生じる．提案するモデルでは，この
ずれを後から補正出来るようにデータと座標系
の定義をそれぞれ独立に登録する．センサデー
タをデータベースシステムに登録する際，座標
系を指定して登録し，座標系間の関係を座標系
変換という形で別に登録する．例えば，移動に
よる自己位置推定のノイズが大きい場合は各セ
ンシングのたびごとに座標系を作成し，センシ
ング結果を取得した場所を原点とした新座標系
上のデータとして登録する．複数の座標系間の
変換定義を別途登録し，これを修正可能とする．
データの取得時は，これら座標系変換定義を用
いて，自動的にデータを指定された座標系で取
り出すことができる．
これをプロトコルとして以下のように形式化
した．それぞれの形式について述べる．
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図 5.2: 座標と座標変換定義
 座標系変換定義
図 5.3に座標系変換定義フォーマット，図
5.4に座標系変換定義の例を示す．この例
図 5.3: RegisterCoordinateSystem フォーマッ
ト
では，urn:misp:example:table1座標系か
ら urn:misp:example:room1 座標系への
変換を登録している．この変換により変換
元 座 標 系
urn:misp:example:table1上の点 (x; y)は，
以下のように変換先座標系 urn:misp:example:room1
上の点 (x0; y0)に変換される．
 
x0
y0
!
=
 
1 2 3
4 5 6
!0B@ xy
1
1CA
図 5.4: RegisterCoordinateSystem sample
 データ登録
データを登録する際には，図 5.5 のよ
図 5.5: データ登録例
うに地理データの座標系を指示する属性
を付け，座標系も共に指定する．この例
では，urn:misp:example:room1座標系の
( 1:8; 2:0) の位置にオブジェクトがある
ことを示している．
 データ取得
図 5.6にデータを取得する例，図 5.7に
図 5.6: データ取得例
その結果を示す．データ取得時に，座標
系を指定し，どの座標系でデータを取得
したいかを指定する．取得したい座標系
と登録された座標系間の変換が登録され
ていれば自動的にデータの座標を変換す
ることができる．
元データの座標系と，取得時の座標系の
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図 5.7: GetFeatureResponse
変換が直接登録されていない場合でも，複
数回の変換の組み合せによって間接的に
変換可能な場合，座標系間の関係を自動
で検索し，変換を行う．例えば，座標系
A,B,C,D において，A!B, B!C, C!D
の変換が与えられているとき，A座標で
登録されている点をD座標で取得する場
合は，自動的に A!B, B!C, C!Dの組
を発見して変換を行ない，D座標に変換
されたデータを返す．
 データベースシステム DaRuMa
我々は上記座標系定義を含めた MISPに
準拠した実装の一つとしてDaRuMa(DAtabase
for Rescue Utility MAnagement)を作成
した．DaRuMa の構造を図 5.8 に示す．
プロトコル処理や通信処理行ったうえで，
MySQL もしくは PostGIS にデータを格
納する構造となっている．DaRuMa の特
徴は以下のとおりである．
{ 大規模データ
内部で，データの保持に広く利用さ
れており実績のあるMySQLを用い
ており，大規模データを安定かつ高
速に検索・操作できる．
{ マルチプラットフォーム
Javaによって記述しており，MySQL
もしくは PostGISと Javaの動作す
る複数のプラットフォーム (Linux,
FreeBSD, Windows) で動作可能で
ある．
{ 動作環境
ノート PC等の比較的非力なマシン
上でも動作する．
{ フリーソフトウェア
オープンソースソフトウェアとして
公開しており自由に使用できる [26,
27]．
図 5.8: DaRuMa の構造
5.5 レスキューロボット実証実
験
本研究のシステムを実際のロボットと統合し，
実証実験を行った．実験には図 5.9 の 探査用
レスキューロボット Kenaf を用い，神戸市三
宮駅地下街にて実験を行なった．実験では複数
台の Kenaf を用い，情報をDaRuMa に集約し
た．(図 5.10)
これらロボットのような大きな計算能力を用
いることのできない組み込みシステムであって
も，DaRuMa に接続して情報の登録が可能で
あること，これら救助活動に効果的な詳細なレ
ベルでの情報の共有を行えることを確認した．
5.6 まとめと今後の課題
複数の移動ロボット情報統合のための座標系
モデルを提案，実装し複数のロボットを用いて
実験を行った．今回のモデルでは座標系変換自
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図 5.9: 実験に使用した災害救助ロボット Kenaf
図 5.10: 実験でのデータの流れ
体にはノイズの考慮が無く，複数の変換経路が
ある場合は，ノイズが最小となる経路を使うべ
きであり，ノイズをどう扱うかは今後の課題で
ある．
図 5.11: 取得したスキャンデータ
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第6章 プローブカーを用いた道路情報共有
災害時の救急・救援活動や復旧活動に際して自動車の利用は不可欠であり，道路情報は最も重要な
情報の一つである．しかし，大きな災害に際しては，刻々と変化する広域の道路状況をリアルタイ
ムに把握することは容易ではなく，適切な情報が提供されているとは言い難い状況である．本稿で
は，プローブカー情報の減災利用に関する取り組みの一環として，2007年 7月新潟県中越沖地震
における「通れた道路マップ」の試験提供の取り組みについて報告するとともに，抽出された課題
を提示した．さらに，プローブカーによる道路被害把握の可能性についても実データに基づき検討
し，プローブカー情報の減災利用の実現に向けた課題と展望について議論した．
6.1 はじめに
災害時における様々な救急・救援活動や復旧
活動に際して，移動や搬送手段として自動車の
利用は不可欠であり，道路情報は災害時におい
て最も重要な情報の 1 つである．しかしなが
ら，大きな災害に際しては，広域にわたって同
時多発的に被害が発生する一方，道路管理者自
身も被災して迅速なパトロールが困難になる，
警察は人命救助など優先順位の高い業務が発
生するため交通に専念できなくなるなど，道路
情報の収集と集約には多くの時間が必要となる
[55]．その上，災害時の道路状況は時々刻々と
変化することから，これらの状況をリアルタイ
ムに把握して，提供することは容易なことでは
ない [56, 57, 58, 59]．そのため，ICT が進展
した今日においても，被災地に向かう車両，ボ
ランティア等の一般車両，それぞれに適切な情
報が提供されているとは言い難い状況にある
[60, 61]．近年，航空写真やリモートセンシン
グによる道路被害の把握の試みが行われている
(例えば [62])が，現時点では，観測頻度の問題
や，抽出精度の問題など実用化には解決しなけ
ればならない課題が多い．そこで，災害時の道
路状況の迅速な把握を行うために，被災地内を
走行する車両の走行データを共有することを考
えた．自動車を探査装置して活用する仕組みは，
交通工学の分野ではプローブカー [63]と呼ばれ，
信頼性の高い旅行時間の予測 [64]や事故 [65]・
異常渋滞 [66]・路面凍結 [67]の検出など様々な
利用 [68, 69][70]が検討されているが，災害時
における道路状況の把握への適用はこれまで検
討されてこなかった．過去の災害時におけるプ
ローブカー情報から，プローブカーを活用した
場合の効果が数値シミュレーションにより定量
的に示されている [55, 71]．しかしながら，実
災害時での有効性の検討は十分ではなかった．
そこで 2007年新潟県中越沖地震において，著
者らが実施した被災地の復旧活動支援を目的と
した通れた道路マップの試験提供について報告
するとともに，その活動を通して得られた課題
について検討する．次に，プローブカーによる
道路被害把握の可能性について検討し，最後に
プローブカー情報の減災利用の実現に向けた課
題と展望について議論する．
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6.2 プローブカー情報の減災利
用
6.2.1 プローブカーシステム
走行する車両から得られる位置情報や運転挙
動などの情報 (プローブカー情報)を，サーバー
で収集・処理し，配信する仕組みは，一般にプ
ローブカーシステム (図 6.1)と呼ばれる．わが
国では，2003年秋に本田技研工業が信頼性の高
い旅行時間の予測と渋滞回避を目的として，イ
ンターナビ・フローティングカーシステムを実
用化しており (2007年 3月に会員数 50万人を
超える)，現在，自動車会社に加えて，カーナビ
メーカーも追随し，日々走行している車両の情
報が蓄積・活用されている状況にある．
6.2.2 プローブカー情報の減災利用の
特長
プローブカー情報を減災利用するに当たり，
既存の情報提供の仕組みと比して，特長と考え
られるものを以下に整理する．
 最新の道路情報を把握できる: 地震の余
震の影響や台風などの豪雨災害では，時々
刻々と被害状況が変化する．プローブカー
情報は，被害状況を反映したリアルタイ
ムなデータの収集が期待できる．
 少ない車両でも効果が大きい: 1台でも走
行すればその道路が通行可能であったこ
とを意味する．安全性は担保できないが，
情報としては少ない台数でも意味を持つ．
もちろん，走行する車両の数が増えるこ
とで情報のリアルタイム性や信頼性は高
まる．
 VICS情報未提供の道路情報がわかる: 設
定されている約 26万のVICSリンクのう
ち，約 18万リンクについてのVICS情報
(渋滞度，リンク旅行時間)が提供されて
いない．プローブカーは車両自身がセン
サーとなっているため，幹線道路だけで
なく地方道も含めて様々な道路種別の情
報を把握することができる．
 車両種別に応じた通行状況の把握: 大型
車，10トン車など車両種別情報を活用す
ることで，車両種別に応じた通行状況を
把握することができる．
 平常時から利用されているシステムであ
る: 一般に災害時での利用に特化した仕組
みは機能しないと言われている．プロー
ブカーは平常時の信頼性の高い旅行時間
予測や渋滞回避の仕組みとして既に実用
化されており，災害時においてもシーム
レスに活用することが期待できる．
 新たな施設投資が不要: 平時から利用され
ているシステムを活用することから，災
害時利用のための特別の投資が基本的に
は不要である．
 災害に対して強い: プローブカー情報は，
GPSを搭載した車両に記録される．従っ
て，ライフラインや通信が途絶したとし
てもデータそのものが消えることはない．
さらに，パケット通信を使用しているた
め輻輳に強い．仮に携帯電話の基地局が
機能停止になった場合であっても，通話
可能な地域に移動することでデータの送
受信が可能となる．
6.3 新潟県中越沖地震における
通れた道路マップの試験提
供
6.3.1 通れた道路マップ
道路管理者や警察から提供される通行規制の
情報は，通常は表形式の規制区間の情報として
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図 6.1: プローブカーシステム
提供される．そのため，土地勘の無い人間にとっ
ては，規制箇所を地図上で特定することが大変
困難な作業となる [55]．そこで，われわれは災
害時における迅速な道路情報共有の課題を解決
するための 1手段として，プローブカー情報に
着目し，実際に災害時に通行した車両の情報を
集約し，「通れる道路」の情報として共有するこ
とを考えた．ただし，実際のプローブカー情報
は，過去のある時点に，車両がある箇所を通行
した (通った)軌跡を意味していることから，「通
れた道路マップ」と命名した．被災地である柏
崎市は，平成 16年新潟県中越地震の際に，われ
われが災害対応実態調査を実施しており，交流
があった自治体であった．地震発生翌々日の 7月
18日に柏崎市を訪問し，「通れた道路マップ」の
試作版を災害対策本部に提示したところ，是非
利用したいとの要望があった．その後，本田技
研工業株式会社に協力の要請を行い，19日より
「通れた道路マップ」を配信することとなった．
本田技研工業株式会社から提供されたプローブ
カー情報は，車両を識別する IDと経度，緯度，
日時，時刻，方位を持っており，15 秒間隔で
サンプリングされたものである．「通れた道路
マップ」は，交通分野で標準的に使用されてい
る DRM(デジタル道路地図)[72]上にプローブ
カーの軌跡をプロットした広域版と柏崎市街版
の 2種類 (図 6.2)を準備するとともに，プロー
ブカー情報から平均移動速度を算出し，Google
Earth上で表示を試みたもの (図 6.3)をそれぞ
れ作成した．通れた道路マップは，図 6.2に示す
ようにプローブカーが走行した軌跡を 1日ごと
に色分けして表示したものであり，これにより
被災地周辺地域でどの道路が通行可能なのか一
目で判断できるものとなっている．また，交通
規制が実施されている区間は，当然のことでは
あるが走行軌跡は見られない．色が塗られてい
ない道路が多数見られるが，これが示している
のは，プローブカーが当該道路を走行しなかっ
たということである．ただし，その理由はたま
たま当該道路を走行しなかっただけなのか (今
回は大部分がこれに相当すると考えられる．)，
道路被害のためなのかは，図 6.2からのみでは
判断できない．次に，車両の軌跡だけでは混雑
状況は判断できないので，各車両の軌跡を平均
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移動速度別に 3段階 (青線 40km/h以上，黄線
20km/h～40km/h，赤線 20km/h以下)で表示
したものが図 6.3である．柏崎市街は，周辺地
域に比べて赤っぽく表示されており，渋滞が発
生していることがわかる．
6.3.2 通れた道路マップの試験提供
作成したマップは，特定非営利活動法人防災
推進機構のホームページ (http://admire.or.jp/
toretamap/)上で，プローブカーの軌跡は 7月
19日から，Google Earth上での平均移動速度
の表示は 7月 22日から，それぞれ 23日まで 1
日 1回配信した．なお，通れた道路マップは，
Google Earth 版も含めて PDF での提供とし
た．7月 23日には，地域の主要幹線である国
道 8 号線が復旧するなど，配信の必要性がな
くなったと判断した．なお，ホームページ上で
Google Earthの kmlファイルの提供を行わな
かった理由は，各車両の位置情報が判別できな
いようデータを加工する時間的な余裕が無かっ
たためである．
6.3.3 通れた道路マップの位置づけと
得られた課題
1. わが国で初めての試み
「通れた道路マップ」の試験提供は，実際
に発生した災害において，プローブカー
情報を用いて道路状況を可視化し，減災
利用を試みた取り組みとして位置づけら
れる．こうした実災害時での減災の取り
組みは，わが国では初めての試みであり，
以下に示すように課題は少なくないもの
の，災害時におけるプローブカー情報の
共有化の利用可能性や有効性をある程度
示すことができたと考える．
2. 得られた課題
今回の取り組みは，事前に十分な準備と関
係機関の合意を得た上で実施したものでな
いため，多くの課題が挙げられた．DRM
上に走行規制をプロットした通れた道路
マップは，地名がない，上下線が区別され
ていない，拡大縮小できない (PDFでの
提供のため)，等々，決して使い勝手のい
いものではなく，表示の仕方や配信方法
など様々な改善の余地が考えられる．ま
た，Google Earth版の通れた道路マップ
では，平均移動速度を表示し，道路の混
雑状況の可視化を試みたが，これについ
ても上下線の区別や時間帯別の表示など
さらなる利便性向上が課題として挙げら
れる．一方，地図の活用には事前の周知
と理解が必要という指摘や，道路管理者
からは道路被害が発生している通行困難
な道路へ誘導しているようにとられかね
ないという指摘や，「通れた道路」という
のは，「通れる」ことを保証しているよう
に誤解されるといった指摘があった．以
上のように，実際の情報を配信する取り
組みを通して，より具体的な課題が明ら
かとなった．これらの課題の解決策も含
め，実現に向けた課題と展望については，
6.5で併せて議論する．
6.4 プローブカー情報による道
路状況の把握の可能性
われわれは，これまで 2004年新潟県中越地
震や 2004年台風 16号および 23号における浸
水被害 (高松市)の分析を行い，交通規制箇所や
浸水被害箇所とプローブカーの軌跡の関係につ
いて検討を行っている [55]．その結果，規制箇
所や浸水被害箇所を走行する車両は基本的にい
ないことや，規制箇所や浸水被害箇所に遭遇し，
Uターンする車両が存在することがわかった．
そこで，これまでの検討をふまえて，新潟県中
越地方を対象として，新潟県中越沖地震後にお
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広域 (2007年 7月 19日 9:00作成)
柏崎市街 (2007年 7月 19日 9:00作成)
図 6.2: 通れた道路マップ
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広域 (2007年 7月 22日)
柏崎市街 (2007年 7月 22日)
図 6.3: GoogleEarth上における通れた道路マップ (広域と柏崎市街)
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けるプローブカー情報を基に，道路状況の把握
の可能性について検討する．新潟県中越沖地震
が発生した 7月 16 日 10時 13分から同日 23時
59分までの 117台のプローブカーを分析の対
象とする (図 6.4)．解析に当たっては，ESRI社
の ArcGIS9.1を使用した．
6.4.1 交通規制状況とプローブカーの
軌跡
交通規制情報としては，新潟県警察本部が 7
月 17日午前中に発表した，交通規制状況が表
形式で記載された文献 [73]と地図上に規制箇所
がプロットされた文献 [74]を用いて検討する．
表 6.1は，文献 [73]を基に，図 6.5 に示した柏
崎市周辺地域を対象に，この地域内で実施され
た交通規制箇所をまとめたものである．なお，
交通規制が 7月 17日 10時までに解除されたも
の，7月 17日午前 0時以降に開始されたもの
は，それぞれ除外した．また，図 6.5は文献 [74]
を基に作成した．まず，対象地域にある 10カ
所の交通規制箇所のうち 9カ所では，プローブ
カーの軌跡は見られなかった．交通規制箇所 9
では，1台の車両が走行しているが，交通規制
が開始されたのは 18時 55分であり，この車両
が走行したのは 10時 55分頃であることから，
この時点では交通規制がなされていなかったた
めに通行できたものと考えられる．次に，道路
被害と関連するUターンする車両の軌跡を探し
た．Uターンは，プローブカー情報が有する方
位の情報が短時間でかつ，移動距離がほとんど
ない条件で，約 180度変更する場合として抽出
した．抽出したUターン車両の中で，道路被害
に起因するものと推定できるものを示したもの
が図 6.6である．地震発生から車両 Aが約 20
分後，車両 Bが約 40分後に国道 116号線柏崎
市西山町和田付近において，Uターンしている
ことがわかる．新潟県警察本部の交通規制状況
によれば，国道 116号線の柏崎市西山町和田で
は，道路陥没のため，10時 15分から 16時 05
分まで全面通行止めが実施されている．図 6.7
では，16時 05 分の規制解除後に車両 3台が，
道路被害箇所をそれぞれ，16時 39分頃 (車両
C 東!西)，21時 12分頃 (車両 D 西!東)，
22時 28分頃 (車両E東!西)に通過しており，
道路の修繕がなされ，通行可能になったことが
示されている．
6.4.2 プローブカー情報による道路被
害箇所の把握
新潟県中越沖地震後のプローブカー情報と交
通規制箇所の状況を検討した結果，交通規制を
実施した道路被害の発生している箇所を走行す
る車両はなく，プローブカーの軌跡は概ね通行
可能な道路と見ることができる．災害直後の，
ほとんど道路情報が流通していない時期におい
ては，道路管理者の管轄に関係なく，広域に道
路の通行可能状況を判断できる情報が生成でき
ることは，防災関係機関を中心に大変有効であ
ると考える．一方で，「走行していない道路が被
害とは関係なく，単にプローブカーが当該道路
を走行しなかった場合」や「プローブカー情報
が交通規制を行う前のものであり，情報が提供
された時点では交通規制が既になされている場
合」，「Uターン車両が必ずしも道路被害に起因
しない場合 (安否確認のために出発地へ引き返
したり，単に対向車線にある店舗に向かうため
など)」なども考えられることから，情報の確
度については一定の限界があることを十分認識
する必要がある．ただ，これらの課題について
も，複数の車両情報から分析して情報の信頼性
を高めるなどの工夫や平常時の走行状況との比
較，プローブカーの台数の普及などにより解決
される方向の問題であると考える．
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図 6.4: 新潟県中越地方の DRM上にプロットしたプローブカーの軌跡 (2007年 7月 16日)
(各色は各車両の軌跡を示している)
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表 6.1: 柏崎市周辺の道路規制状況
注)新潟県警察本部 7月 17日 10:00現在発表データより図 6.5のエリア内の交通規制個所を抽出して作成
図 6.5: 柏崎市周辺のプローブカーの軌跡 (2007年 7月 16日)と交通規制個所 [74](2007年 7月 17
日 9時現在)
(交通規制個所の番号は表 6.1の IDと対応)
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図 6.6: U ターンする車両の軌跡 (西山町和田付近) (2007年 7月 16日)
図 6.7: 交通規制解除後の走行状況 (西山町和田付近) (2007年 7月 16日)
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6.5 プローブカーを用いた災害
時道路情報配信の事業化に
向けた検討と展望
地方自治体やライフライン事業者，警察，消
防等の災害対応に，道路情報は欠かすことので
きない重要な情報である．しかしながら，災害
時には，いわゆる通れない道路情報の収集が容
易でなく，その集約に至ってはさらに困難を極
めているのが実情である．プローブカー情報を
活用すれば，通れる道路情報や通れない道路情
報を，現地から直接入手することが可能となる．
自動車会社やカーナビメーカーが連携すること
で，プローブカー情報の集約が可能となる．ま
た，一般車両だけでなく緊急車両の情報を用い
ることができれば，片側通行可能か，大型車通
行可能か否か等，円滑な災害対応に資する道路
情報としても利活用することができる．そこで，
われわれを主として構成される特定非営利活動
法人が，プローブカー情報の減災利用研究会 [75]
を主催し，減災に資する道路情報の配信に関係
する自動車，カーナビ，物流，災害情報配信の
各業界を代表する会社の参加を得て，同研究会
にて各業界からの話題提供とともに徹底的な議
論を行った．同研究会では，プローブカー情報
の減災利用に関する技術的課題について整理し
た．プローブカーにおける走行データの収集技
術については，自動車会社，カーナビ会社の各
社で実用化が行われており，基本的な技術は確
立されていると言える．しかしながら，各社毎
にデータフォーマットが異なっているため，各社
の走行データを集約するためには，データの標
準化が不可欠である．とはいえ，災害時のみに
利用する目的で，各社が連携してデータフォー
マットを統一し，データ処理センターを設立，
運営するのは現実的ではない．したがって，各
社で共有すべき最低限のデータについてのみ，
標準データフォーマットとして策定し，互いに
共有できる仕組みが望ましいとの結論に至った．
一方，現状では情報の共有化に関する法律はな
く，法律的課題は存在しないことが確認された．
市販のカーナビでは，道路情報と周辺の基盤情
報を用いて，各種サービスが行われている．例
えば，大型駐車場へ車を誘導する際には，基盤
データとして車載器側に登録されている入り口
情報を用いており，また最短経路探索では，基
盤データとして車載器側に登録されている道路
渋滞統計情報を用いている．したがって，道路
基盤情報と道路沿線のハザード情報，そして車
両走行情報を組み合わせることによって，道路
被害あるいは道路沿線の災害情報を創出し，配
信することも可能であるとわれわれは考えてい
る．しかし，「通れた道路」をさらに発展させて，
可能な限りリアルタイムで走行データを処理，
集約した「通れる道路」の情報が提供されても，
やはり「通れない道路」の情報を得ることはで
きない．したがって，「通れない道路」すなわ
ち道路被害箇所を，道路基盤情報と道路沿線の
ハザード情報，さらに車両の異常走行データを
組み合わせて推定することによって道路被害推
定情報を創出する研究に着手している [76]．こ
のような災害情報をプローブカー情報の提供者
(会社，ドライバー)に返すことによって，デー
タ提供者にメリットを与えることができる．対
象とする災害を地震災害だけでなく豪雨水害や
土砂災害等にも拡張すれば，ドライバーが災害
に遭遇する確率は高くなり，災害時のデータ提
供に限定されたシステムであっても，データの
集約と提供を可能とする環境の醸成が期待でき
ると考えている．
6.6 まとめ
本研究では，プローブカー情報の減災利用の
特長を整理し，2007 年新潟県中越沖地震後の
プローブカー情報の減災利用に向けた取り組み
として実施した「通れた道路マップ」の試験提
供について紹介した．次に，プローブカー情報
から道路状況の把握の可能性について検討し，
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一定の限界はあるものの概ね災害時の判断に資
する道路情報を生成することが可能であること
を示した．また，プローブカー情報の減災利用
の事業化を目的として，自動車，カーナビ，物
流，災害情報配信の各業界を代表する会社の参
加を得て実施した研究会における検討結果につ
いて報告した．プローブカー情報は，災害対応
に不可欠である災害時道路情報の収集，集約を
容易にすることによって，迅速な災害対応を支
援し，減災に貢献できる大きな可能性を有して
いる．
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第7章 考察
本章では，これまでに述べた研究成果を踏まえて全体に関する考察を行う．まず，提案するアーキ
テクチャについて考察を行い，その後，情報の共有に関して大きな問題となりうる共有が必ずしも
好ましくない情報の事例について考察を行う．
7.1 災害情報共有における情報
システムのアーキテクチャ
本論文 3章にて本研究のベースとなるアーキ
テクチャについて述べた．本アーキテクチャでは
各情報システム上での情報の受け渡しのみが規
定されており，具体的で実用的なデータ項目に
関してはアーキテクチャ自体は関与しない．た
だし，アーキテクチャ上でデータ構造を動的に
追加できる仕組みが用意されており新しいデー
タ構造が必要になったときには追加することが
できる．これは，標準的かつ災害時に必要な情
報を網羅するようなデータ構造の整理がまだな
されていなための設計であり，最適なデータ構
造が判明しないときに試行錯誤しながらシステ
ム結合し，その知見が得られた後で型を汎化，
標準化する際には都合が良い．実際に第 3章,
第 4 章, 第 5 章では多くの災害対応システム，
ロボットを接続したが，それぞれで扱うデータ
項目が異なる場合でも協議して調整をすること
は比較的容易であった．これには，XML が本
質的に木構造を扱え，人間に可読である形式で
あったことが大きな要因であったと思われる．
また，XML Schema にて一度作成した型定義
を再利用できるため，意味的に同じ構造のデー
タは 1個所で型定義し，その型を複数個所から
参照することが可能である．SQL等で扱うテー
ブル形式のデータ構造では各テーブルのカラム
が型を持つので型定義が分散しやすい．例えば，
XML Schema で項目 A,B からなる C 型を定
義し，それを要素 D, 要素 E で参照する場合，
C の定義は一箇所で良い．それに比べてテーブ
ル形式の場合には，要素 D を現すテーブルの
カラムに A, B の型が必要であり，また 要素
E を表わすテーブルでも A, B の型が必要であ
る．また，型が標準化されすでに定義されてい
れば，1 から新たに型を定義するよりも手間も
少ないため型のセットをシンプルに保つことが
できる．
本アーキテクチャでは，このような XML
Schema を利用した動的型登録を可能とする
アーキテクチャとなっているため，災害等の特
定の利用範囲でのデータ構造の標準化する際に
テーブル型よりも標準化を行い易いと考える．
本研究では XML Schema を利用して厳密な
型チェックを行ないデータのやりとりを行って
いる．一般に，XML データベースでは，デー
タ構造を規定せずに使うものが多い．これらの
型定義の無い XML データベースも試行錯誤に
よってデータ構造を規定していきやすいと考え
るが，上記の XML Schema の型定義による型
定義の再利用の恩恵を受けることはできない．
このようなアーキテクチャ上で，第 4章で実
際にスキーマを作成した．これらのスキーマは
他の章の実験等でも使われており，第 4章で述
べたような整理を行なっていくことによって，あ
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る程度汎用的なデータ型を作成できると考える．
今後，このような整理と，実際にさまざまな
場面で使用することによるブラッシュアップを重
ねることで，標準的なスキーマを作成すること
ができると考える．このようなスキーマとデー
タのやりとりの手順の標準化が防災システム連
携において最も重要なものの一つであろう．
7.2 情報の全共有と部分的共有
災害時には基本的には情報の共有が重要であ
る．しかしながら，取り扱いに注意の必要な情
報が存在する．その典型的な例として個人情報
がある．
7.3 個人情報
「個人情報の保護に関する法律」[77] により
個人情報の保護が法制化されており，個人情報
取扱事業者は本人の同意無しに個人情報を第三
者に提供してはならない．災害時の取り扱いに
関しては，第 23条第 1項第 2号にて「人の生
命，身体又は財産の保護のために必要がある場
合であって，本人の同意を得ることが困難であ
るとき」には例外として個人情報を第三者に提
供することができる．例えば，「大規模災害や事
故等の緊急時に，患者の家族等から医療機関に
対して，患者に関する情報提供以来があった場
合」などはこれにあたる [78]．
個人に関わる情報は取り扱いに注意が必要で
はあるものの，災害時には重要な情報となりう
る．ただし，どの情報をどの程度出すべきであ
るのかは必ずしも明確でない．個人に関わる情
報を共有することの危険性と有効性はトレード
オフの関係にあり，どの程度まで出していくべ
きかは，ありうる使用状況と効果を考えた上で，
注意深く決めていく必要があろうと思われる．
以下に個人情報に関する 2つの事例について述
べる．
表 7.1: 阪神・淡路大震災 安否確認
当日 一週間後
芦屋 47.0% 30.8%
宝塚 60.4% 34.0%
7.3.1 安否情報
表 7.1は，阪神・淡路大震災後の調査 [79]で，
家族や知人の安否情報が必要であったと答えた
人の割合である．これらの地域では，当日で半
数程度の人々が，家族や知人の安否情報が必要
であったと答えている．1週間後になっても 3
割を越える人々が必要であったと答えており，
この状況が解消されたのは 2～3割程度と低く，
関心が高い情報にも関わらず情報が入りにくい
状況である．
7.3.2 山梨大学医学部附属病院実験
2010年 5月 22日に山梨大学医学部附属病院
にて病傷者の情報を扱うトリアージ訓練を行っ
た．トリアージとは，重症度，緊急度によって
多数の傷病者を分類することを言う．重症者や
急を要する者を優先的に治療するために行う．
日本では黒 (死亡，もしくは助かる見込みがほ
とんど無い)，赤 (重症)，黄色 (中等症)，緑 (軽
症)の 4つのレベルで分類を行う．トリアージ
の情報を共有することで，病院内での情報共有
のみならず，大域での安否確認を行うことがで
きる．本実験では，トリアージレベル，氏名等，
病院内の場所を DaRuMa を用いて共有した．
病院内の場所は Felica カード/Felicaリーダー
を用いて情報取得を行った．トリアージを受け
た患者に渡されるトリアージタグにFelicaカー
ドを張り付け，そのカードを緑エリアやレント
ゲン室等のそれぞれの場所に供え付けた Felica
カードリーダーにて読み取ることで位置を特定
した．図 7.1にシステム構成を示す．3章にて
述べた災害情報共有データベースシステムを介
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図 7.1: トリアージシステム連携
図 7.2: 山梨大学医学部附属病院実験の様子
して各システムが連携を行う．病院システムが，
Felica による位置情報，名前等の患者情報を災
害情報共有データベースシステムに登録し，市
町村のシステムを想定する災害対応管理システ
ムにて被害状況の確認を行う．地域 SNS シス
テムでは，全員に公開されている情報に加え，
家族の安否情報を見ることができる．
今回，患者の情報は SNS システム上で家族
関係にある人，および病院関係者のみ確認でき
るようにした．病院関係者が確認を行えること
で，名前と詳細な位置が分かることから，病院
での患者問い合わせ対応が効率的に行える．ま
た，仮想の他病院のデータとしてダミーデータ
を登録した．図 7.3のように複数病院間，避難
所等で情報を共有できれば，安否の確認が効果
的に行えるようになる．
7.3.3 プローブカー情報
6章にて，プローブカー情報を用いて作成す
る道路情報の共有に関する研究について述べた．
図 7.3: 病院，避難所連携による安否確認
この研究では，通れた道路の地図を公開した．
プローブカーの情報として，各車ごとの位置，
場所が収集され，サーバに蓄積される．そのた
め，ある車の移動経路をデータから追うことが
できてしまう．車を自宅に置いてある人は多い
が，その車が移動した場合，自宅から行き先ま
での経路が分かってしまう．すなわちどの家の
車がいつどこに行ったかを見ることができる．
これをそのまま公開してしまうとプライバシ上
の問題となるため，データをそのままでは公開
せず，すなわち細かな情報は出さず，大域的な
道路情報のみを公開した．
必ずしも細かな情報は必要では無いので大域
的な道路情報程度で留めるのは妥当であろうと
思われる．ただ，この場合は細かな道の通行に
ついては情報があるにも関わらず公開出来てい
ない．対策として，例えば中程度の道に出るま
での車の軌跡は無視する，移動し始めからある
程度の時間もしくは距離までの軌跡は無視する，
軌跡を細切れにする等の対策を行えば，ある程
度の問題は解決できる可能性はあるが，基本的
な問題として細かい情報と個人情報を出すこと
のトレードオフが存在する．
7.3.4 個人情報のトレードオフ
以上のように個人情報に関わる情報について，
どの程度の情報を公開すべきかは必ずしも明確
でない．他にも各詳細情報は公開できなくても
統計量としては問題無い例も多い．
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個人に関わる情報を共有することの危険性と
有効性はトレードオフの関係にあり，どの程度
まで出していくべきかは，ありうる使用状況と
効果を考えた上で，注意深く決めていく必要が
あろうと思われる．
7.4 まとめ
本研究ではアーキテクチャについて提案を行
い，災害で扱う基本的な項目に対して情報項目
の一部について整理，制定を行った．しかしな
がら，個別の災害事例や対策機関での取り扱い
など，現段階では全てを網羅しているとは言い
難い．しかしながら，共通化出来る部分も多く，
事例を増やすことで共通化できる部分の整理が
可能だと考える．これは今後の課題である．
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第8章 まとめ
本章では，本論文のまとめと今後の課題について述べる．本研究では全体のアーキテクチャ，アー
キテクチャ上での情報項目の策定，アーキテクチャ上の情報共有に対する個々の情報取得の課題に
至るまで，防災・減災のためのコンピュータシステムにおける全体から部分までを包括して検討を
行い，本アーキテクチャの有効性を示した．
本研究では全体のアーキテクチャ，アーキテ
クチャ上での情報項目の策定，アーキテクチャ
上の情報共有に対する個々の情報取得の課題に
至るまで，防災・減災のためのコンピュータシ
ステムにおける全体から部分までを包括して検
討を行った．
まず，防災に関わる各種情報システム連携に
適したアーキテクチャを提案した．提案したアー
キテクチャは災害の個々の情報共有システムが
すでに存在する場合があることを前提として，
それらを有機的に連係するための枠組として各
情報システム間のプロトコルを定め，ゆるやか
に情報システム連携を行うことで有効な情報共
有を行うアーキテクチャである．アーキテクチャ
を提案，核となるデータベースシステムを実装，
公開した．また，多数の機関が参加し多数のシ
ステムを本アーキテクチャ上で統合させること
で，実際に共有可能性，システム統合の容易性
を確認した．
次に防災分野の統一的，網羅的な情報スキー
マの策定に向けてスキーマ設計方針・手法を提
案し，一部スキーマの作成を行なった．特に，
災害対応の一例として水害に焦点を当て，災害
業務と情報を分析し，情報項目の体系化を試み
た．また，情報共有のための実証実験により，
構築したスキーマの有効性を評価した．
本アーキテクチャでは，災害現場での詳細な
情報から広域における情報までを統合して扱う
ことができる．アーキテクチャ，スキーマに加
え，実際のデータとして災害現場での詳細な情
報，広域における情報の両方に関してそれぞれ
検討を行った．
詳細な情報として，複数の移動ロボット情報
統合のための座標系モデルを提案，実装し複数
のロボットを用いて実験を行った．大域情報を
扱う場合は比較的局所的な誤差は許容すること
ができるが，詳細情報を扱う場合には，誤差を
どう扱うかは本質的に重要な問題である．その
問題に対し，座標系モデルの提案，実装，実験
を行った．
また，大域情報の一つとして，災害時に最も
重要な情報の一つである道路情報に対する検討
を行った．プローブカー情報を用い，道路状況
の把握の可能性について検討し，一定の限界は
あるものの概ね災害時の判断に資する道路情報
を生成することが可能であることを示した．
以上のようにこれまで，コンピュータシステ
ムにおける全体から部分まで包括して検討を行
い，アーキテクチャ上で，さまざまな情報の統
合を扱ってきた．防災，減災分野でのコンピュー
タシステムの有効利用はいまだ発展途上の段階
にある．今後の発展のためには，統一的な情報
表現の策定，標準化が重要になってくるであろ
うと考える．
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付録A XML データのための階層構造イン
ターフェース
XML データをファイルシステムとして扱うインターフェースを提案する．タブやスペース区切の
データ等と比較して，XML 文書は一連のデータを階層構造に整理して扱うことができるという利
点があるが，その反面パースが難しくなるという欠点もある．そこで本研究では XML データの階
層構造をそのままファイルシステムのディレクトリの階層構造にマッピングし，容易に XML 内の
データにアクセスできるインターフェースを提案する．これにより，探索やソートなどの既存のコ
マンドラインツールをそのまま利用できるようになる．
A.1 はじめに
Unix 系のシステムで古くから良く使われる
形式として，データをタブやスペース等の区切
り文字で区切る 1行 1レコード形式のデータ形
式がある．この形式はコマンドラインから既存
のツール等を使い情報の切り出しや変換等が容
易に行なえる利点がある．一方，構造がシンプ
ルなため階層的な構造を持つデータのような複
雑なデータを扱うには向いていない．このよう
な複雑なデータの形式として近年広く使われる
ようになってきているのがXMLである．XML
は入れ子になった階層構造のあるデータを自然
に表すことができるという特徴があることなど
から，現在各種データ保存などに利用されてき
ている．例えば XHTML や Google Earth の
データ保存形式 (KML)等である．しかしなが
ら XML は複雑な構造を表すことのできる表
現力を持つ反面，その読み込みは比較的困難で
ある．少しでも複雑なことを行おうとすると，
XSLT(XSL Transformations) を用いて XML
の変換ルールを書くか，もしくは XMLパース
用ライブラリを使ってパースするプログラミン
グを書く必要があることが多く，タブ・スペー
ス区切りのファイルのように，コマンドライン
やシェルスクリプトから手軽にデータの処理を
行なうというわけにはいかない．
本研究では XML とファイルシステムが共に
入れ子構造であることに着目し，XML の木構
造をファイルシステムの木構造としてマッピン
グするインターフェースを提案する．XML を
変換することで，ユーザやプログラムからは普
通のファイルシステムへのアクセスとなる．そ
のため，コマンドラインから ndや sort，grep
等の既存のツールや，cd や for 等のシェルコ
マンドをそのまま利用でき，XML 内のデータ
に容易にアクセスすることができる．
A.2 XML ファイルシステム
インターフェース
本インターフェースでは，XMLの入れ子構造
をファイルシステムにマッピングする．本小節
は基本的なマッピングのみを示し，詳細なマッ
ピングについては A.5 節にて後述することと
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<?xml version="1.0"?>
<Foo>
  <date>2007-06-04T14:00:00Z</date>
  <value>3.0</value>
  <Bar>
    <baz>abc</baz>
  </Bar>
</Foo>
図 1: Sample XML Document
/Foo/
/Foo/date
/Foo/value
/Foo/Bar/
/Foo/Bar/baz
図 2: Mapped Directory
する．
XML 文書内の各要素とファイルシステムの
マッピングを行なう．子要素を持つタグはディ
レクトリにマッピングする．子要素を持たない
タグはファイルにマッピングし，タグ中のデー
タはファイル中に保存する．
図 1，図 2にマッピングの例を示す．図 1の
サンプルデータは図 2のようにマップされる．
<date>, <value>, <baz> の各タグは子要素を
持たないため，ファイルとなる．それぞれの値で
ある "2007-06-04T14:00:00Z", "3.0", "abc"が
そのまま文字列としてファイル内のデータとし
て格納される．またそれらのタグを囲む <Foo>,
<Bar>は子要素を持つためディレクトリとなる．
以下は，図 1の XML データをマッピングし
たディレクトリに対しシェルからアクセスする
例である．
% cd ./Foo
% ls -F
date value Bar/
% cat date
Kernel
kernel 
module
libfuse
XML file
FUSE-XML
Programshell
図 3: FUSE-XML の全体構成
2007-06-04T14:00:00Z
A.3 FUSE-XML の構成
前述のインターフェースを実現するため実装
を行い，この実装を FUSE-XML として公開し
た [80]．この実装には FUSE を用いた．FUSE
(Filesystem in Userspace)を用いることでファ
イルシステムをユーザ権限でマウントするプロ
グラムを作成することができる．カーネルに依
存しない形で実装することが出来るため移植性
にも優れる．
FUSE-XML の全体構成は図 3のとおりであ
る．FUSE-XML は与えられた XML のパージ
ングを行い，内部でマッピングを行なう．FUSE
のライブラリである libfuse を通して，XML
データをファイルシステムとしてユーザに提供
する．シェルなどプログラムからはただのディ
レクトリ，ファイルとして見える．
A.4 使用例
このインターフェースを用いることで，ユー
ザはシェル上もしくはシェルスクリプト内で既
存のコマンドを用いて容易に XML 中のデータ
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にアクセスすることができる．以下にいくつか
例を示す．
 特定の項目のみ取り出す
% cat ./Foo/*/value
 項目の内容が特定の文字列にマッチする
もののみ取り出す
% grep '^茨城県' ./*/address/text
 結果の内容をソートする
% sort ./*/*/value
 全文検索
タグと内容を区別してパターンマッチを
行うことが可能である．以下の場合，タグ
名はパターンマッチの対象とはならない．
% find . -type f \
-exec grep -e 'PATTERN' \{\} \
/dev/null \;
 データ中の項目を組み合わせてグラフを
表示する
% for f in ./*
do
(cat $f/x; printf ' '; \
cat value; echo)
done | xgraph
その他の利用例として，mercurial や git の
ようなバージョン管理システムを用いて項目単
位でのバージョン管理などを行うことができる．
この場合，行指向でない XML 文書をそのまま
の状態で管理するのとは違い，ファイルシステ
ムにマッピングすることで項目ごと，すなわち
意味ごとにファイルに分かれるため，更新の差
分を読み取りやすくなる．
A.5 XML とファイルシステ
ムのマッピングの詳細
本モデルでは，XML とファイルシステムの
両方が入れ子構造であることの類似性から，基
本的には入れ子構造をそのままの形でマッピン
グを行なう．しかしながらマッピングに関して
XML およびファイルシステムそれぞれに特有
の問題があり，修正が必要であった．修正を以
下に示す．
A.5.1 繰り返し要素の対応
XML の場合は子要素に同名のタグが存在す
る場合がある．例えば以下の<Bar>がそうであ
る．
<Foo>
<Bar>
<baz>abc</baz>
</Bar>
<Bar>
<baz>def</baz>
</Bar>
</Foo>
<Bar>
<baz>ghi</baz>
</Bar>
これらすべてのBarを /Foo/Bar/としてファ
イルシステム上で見せることは不可能ではない
が，これは通常の状態ではないためシェル上か
らのアクセスは困難である．そのため同一名の
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要素が複数存在する場合は，以下のようにファ
イルもしくはディレクトリ名の最後に"[数字]"
の形式でインデックスを付与するようにした．
なお，この形式は XPATH の構文と同じもの
である．
/Foo/Bar[1]/baz
/Foo/Bar[2]/baz
/Foo/Bar[3]/baz
A.5.2 XML 名前空間とパス名の使
用可能文字に関する対応
XMLではタグの一意性を確保するため，URL
を用いた名前空間を採用している．例えば以下
のタグは名前空間 "http://foo.example.org/bar"
に属している Foo である．
<Foo xmlns="http://foo.example.org/bar"/>
一般的に名前空間を含めてこのタグを表わす
場合には，名前空間を fgで囲い，その後に要
素名を続ける表現方法が使用される．本マッピ
ングでも名前空間付きのタグはこの表現方法を
採用し，ファイル名，ディレクトリ名として使
用する．以下に例を示す．
{http://foo.example.org/bar}Foo
ただし，名前空間中にはスラッシュのように
ファイル名，ディレクトリ名として使用するこ
とのできない文字が入ることがある．そのため
使用できない文字は文字コードを%+2桁の 16進
数という形でエスケープし，ファイル名，ディ
レクトリ名にエンコードするようにする．例え
ば以下のとおりである．
{http:%2f%2ffoo.example.org%2fbar}Foo
エンコードを行うことでファイルシステムで
扱えない文字も扱うことができる．
A.6 まとめ
XML中のデータにアクセスするためのファイ
ルシステムインターフェイスを提案した．XML
データをファイルシステムにマウントすること
で，シェル上やプログラム等で既存のコマンド
を用いてアクセスすることができる．
